
砺波市行政改革委員会（第３回） 

 

と き 平成２５年２月１４日（金）         

午後１時３０分から３時３０分まで（予定）  

ところ 砺波市役所 本庁舎３階 小ホール      

 

 

 

１ 市長挨拶 

 

 

２ 協議事項 

 

 （１） 砺波市行政改革の進捗状況について 

 

 

 （２） 砺波市行政改革推進計画（平成２３年度～平成２７年度）について 

 

 

 （３） 各専門部会における調査研究テーマの検討結果について 
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 配付資料 

 資料１ 行政改革推進の体制 

 資料２ 砺波市行政改革報告書（平成２４年度・平成２５年度） 

 資料３ 砺波市行政改革推進計画（平成２３年度～平成２７年度） 

 資料４ 各専門部会における調査研究テーマの検討結果について 
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行政改革推進の体制行政改革推進の体制行政改革推進の体制行政改革推進の体制    
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資料１ 

行政改革委員会 

行政改革の推進に必要な事項につ

いて協議及び検討し、市長に意見を

述べる。 

構成：会長・副会長・委員 １４人以内 

   で市長が委嘱する。 

   ・公募２人以内 

   ・行財政改革について優れた識見 

    を有する者１２人以内 

行政改革推進本部会議 

○行政改革大綱の策定及び実施 

○行政改革大綱に基づく実施計画・ 

 年度目標の策定・変更 

○行政改革に係る重要事項の決定 

構成：本部長・副本部長・本部員 

   ・本部長：市長 

   ・副本部長：副市長 

   ・本部員：教育長、部長、支所長、 

    会計管理者、部次長及び課長 

意見 

行政改革推進委員会 

行政事務改善について調査、研究及び審議を行い、市長に具申する。 

構成：委員長・副委員長・委員 

   ・委員長：副市長  ・副委員長：企画総務部長  ・委員：市職員のうちから市長が任命  

行政改革検討委員会 

行政改革の推進に関し必要な事項

を調査・審議する。 

構成：委員長・委員長代理・委員 １０ 

   人以内で市長が委嘱 

   ・学識経験者、経済界・各種団体 

    の代表者 

行政改革専門部会 

部門に属する事項の調査、研究及び

審議を行い、行政改革推進委員会に

報告する。 

構成：部会員 

   ・行政改革推進委員会委員及び関 

    係職員から委員長が任命 

指示 

特定項目について 

検討依頼 
報告 報告 

指示 具申 

全般について 

検討依頼 

市長 
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資料２ 
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平成２４年度に実施平成２４年度に実施平成２４年度に実施平成２４年度に実施のののの行政改革・事務改善事項行政改革・事務改善事項行政改革・事務改善事項行政改革・事務改善事項（中間報告）（中間報告）（中間報告）（中間報告） 

    

１ 市民福祉の向上 

項目 取組事項 実施概要 

１１１１    

市民一ボラ市民一ボラ市民一ボラ市民一ボラ    

ンティアのンティアのンティアのンティアの    

推進推進推進推進    

・ボランティアポイ・ボランティアポイ・ボランティアポイ・ボランティアポイ    

    ント制度の実施ント制度の実施ント制度の実施ント制度の実施    

（継続） 

    

企画調整課・社会福祉課 

 ボランティア活動の促進と地域福祉の向上を図るため、本格

実施を開始したボランティアポイント制度について、ポイント

の交換メニューを拡大するなど見直した。 

２２２２    

市民福祉の市民福祉の市民福祉の市民福祉の    

推進推進推進推進 

    

（新規） 

・・・・広報となみの電子広報となみの電子広報となみの電子広報となみの電子    

    ブック（書籍）化ブック（書籍）化ブック（書籍）化ブック（書籍）化    

企画調整課 

 ４月から、広報となみをどこでも確認できるようにするため、

広報となみを電子ブック化し、携帯電話やタブレットＰＣで閲

覧できるようにした。 

（新規） 

・・・・電話交換機能の向電話交換機能の向電話交換機能の向電話交換機能の向    

    上上上上    

総務課 

 平成２５年１月から、代表電話の取り次ぎ業務の迅速化を図

るため、電話交換機を増設するなど電話交換機能の向上を図っ

た。 

（新規） 

・市役所本庁舎ト・市役所本庁舎ト・市役所本庁舎ト・市役所本庁舎トイイイイ    

    レレレレののののサイン整備サイン整備サイン整備サイン整備 

財政課 

 １０月から、市役所本庁舎のトイレを利用される方が、トイ

レの位置及び男女の区別をはっきりとわかるようにするため、

位置を示すサインを１階と２階のトイレの入口とドアに男女ご

とに設置した。 

（新規） 

・障害者虐待防止相・障害者虐待防止相・障害者虐待防止相・障害者虐待防止相

談窓口の設置談窓口の設置談窓口の設置談窓口の設置    

社会福祉課 

 １０月から、障害者虐待に関する相談又は通報の受理及び障

害者の安全確認等の業務を行う窓口を設置した。 

          平成２４年１２月末実績 相談件数２件 

（新規） 

・国民健康保険被保・国民健康保険被保・国民健康保険被保・国民健康保険被保    

    険者証及び高齢受険者証及び高齢受険者証及び高齢受険者証及び高齢受    

    給者証のカード化給者証のカード化給者証のカード化給者証のカード化 

市民課 

 利便性の向上を図るため、国民健康保険被保険者証は７月か

ら、高齢受給者証は８月から個人別にカード化した。 

・市営バスの利便性・市営バスの利便性・市営バスの利便性・市営バスの利便性    

    向上に向けた路線向上に向けた路線向上に向けた路線向上に向けた路線    

    変更及びダイヤ改変更及びダイヤ改変更及びダイヤ改変更及びダイヤ改    

    正正正正    

（継続） 

生活環境課 

 平成２３年１０月からＪＲ城端線や民間バスとの接続強化と

利便性の向上を図るため事業体系を見直した市営バスについ

て、市民の要望に応え、より一層の利便性の向上を図るため、

１０月から、路線変更及びダイヤ改正を実施した。 

（新規） 

・・・・自転車駐輪場の自転車駐輪場の自転車駐輪場の自転車駐輪場の増増増増    

    設設設設    

生活環境課 

 １０月から、城端線油田駅利用者の利便性の向上と城端線の

利用者拡大を図るため、自転車駐輪場を増設した。 

（新規） 

・・・・健康健康健康健康・栄養・栄養・栄養・栄養ミニミニミニミニ講講講講    

    座の座の座の座の開設開設開設開設    

庄川健康プラザ 

 １０月から、市民の健康管理と意識の向上を図るため、庄川

健康プラザが実施する運動教室の中で、保健師及び栄養士によ

るミニ講座を開設した。 

          平成２４年１２月末実績 １２０名参加 

（新規） 

・幼稚園の長期休業・幼稚園の長期休業・幼稚園の長期休業・幼稚園の長期休業    

    における拠点保育における拠点保育における拠点保育における拠点保育    

    の拡充の拡充の拡充の拡充    

こども課 

 公立幼稚園において夏季等の長期休業時に自園以外で預かり

保育となる幼児の負担の軽減を図るため、新たに出町幼稚園と

般若幼稚園においても預かり保育を実施し、預かり保育の拠点 

施設を４園から６園に拡充した。 
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項目 取組事項 実施概要 

２２２２    

市民福祉の市民福祉の市民福祉の市民福祉の    

推進推進推進推進 

    

（新規） 

・幼稚園における子・幼稚園における子・幼稚園における子・幼稚園における子    

    育て支援センター育て支援センター育て支援センター育て支援センター    

    の増設の増設の増設の増設    

こども課 

 地域住民のつながりが希薄化しているなか、４月から子育て

相談等の増加に対応するとともに、親育ちの支援拠点を増やす

ため、出町幼稚園内に子育て支援センターを開設し、子育て支

援センターを６か所から７か所（公立５か所・私立２か所）に

拡充した。 

３３３３    

防災防災防災防災対策の対策の対策の対策の    

推進推進推進推進    

（新規）    

・防災士の養成・防災士の養成・防災士の養成・防災士の養成 

総務課 

 自主防災組織の強化と地域住民の防災意識の向上等を図るた

め、市内全地区に防災士が所在するよう平成２４年度から毎年

１１名ずつ、６か年で６６名を養成する。 

         平成２４年度実績 １１人防災士資格取得 

（新規）    

・・・・福祉備蓄物品の充福祉備蓄物品の充福祉備蓄物品の充福祉備蓄物品の充    

    実実実実    

社会福祉課 

 災害時の要援護者支援を充実させるため、市内７か所の福祉

避難所のうち４か所での避難生活に対応できるよう福祉備蓄物

品の充実を図った。 

４４４４    

環境対策の環境対策の環境対策の環境対策の    

推進推進推進推進    

 

・公用車の一元管理・公用車の一元管理・公用車の一元管理・公用車の一元管理    

    の推進の推進の推進の推進    

（継続） 

総務課・財政課 

 引き続き、公用車共用制度の台数を増やし、一元管理に向け

た取り組みを進めるとともに、買い替えの際には台数の削減の

可否を検討し、買い替える場合は、環境に配慮した軽自動車や

ハイブリッド車等の導入を図る。 

     平成２４年１２月末実績 普通車→軽四 ３台更新 

（新規） 

・市役所庁舎の省エ・市役所庁舎の省エ・市役所庁舎の省エ・市役所庁舎の省エ    

    ネルギー対策によネルギー対策によネルギー対策によネルギー対策によ    

    る経費の削減る経費の削減る経費の削減る経費の削減    

財政課・各課 

 夏季・冬季の節電対策と地球温暖化の防止に資するとともに

経費の削減を図るため、７月に砺波市役所東別館庁舎の１階車

庫天井に断熱処理を施工し空調の効率化を高めた。 

（新規） 

・・・・グリーン購入調達グリーン購入調達グリーン購入調達グリーン購入調達    

    方針の策定方針の策定方針の策定方針の策定 

生活環境課 

 平成２５年３月を目途に、環境負荷の少ない持続可能な社会

の構築を図るとともに、市における環境物品購入の方向付けを

行うため、グリーン購入調達方針を策定する。 

（新規）    

・・・・施設の省エネルギ施設の省エネルギ施設の省エネルギ施設の省エネルギ    

    ー化ー化ー化ー化    

職業能力開発センター・学校建設室 

 消費電力の削減と高寿命化を図るため、職業能力開発センタ

ーの照明器具をＬＥＤにするとともに、現在改修工事中の学校

施設においても高寿命の照明器具を採用した。また、改修工事

中の学校施設の暖房について、これまでのボイラー方式から深

夜電力を使用する蓄熱暖房機を採用した。 

 

２ 行財政基盤の強化 

項目 取組事項 実施概要 

１１１１    

公正で透明公正で透明公正で透明公正で透明    

な市政運営な市政運営な市政運営な市政運営 

・行政評価の実施・行政評価の実施・行政評価の実施・行政評価の実施    

（継続） 

総務課・企画調整課・財政課 

 市民の視点に立った効果的で効率的な市政を推進し、市民に

対する説明責任を果たすとともに、職員の意識改革及び能力開

発を図るため、昨年度までの評価方法を以下のとおり一部変更

し、全ての事務事業を対象に行政評価（一次評価）を行うとと

もに、その後に、ワーキンググループによる評価（二次評価）

を実施し、その結果を公表した。その後、事務事業等の改善及

び見直しや総合計画の進行管理、予算編成資料に活用した。 
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項目 取組事項 実施概要 

１１１１    

公正で透明公正で透明公正で透明公正で透明    

な市政運営な市政運営な市政運営な市政運営 

・行政評価の実施・行政評価の実施・行政評価の実施・行政評価の実施    

（継続） 

※前ページの続き 

（平成２５年予算要求への反映） 

●一次・二次評価を施策ごとから事業ごとに実施した。 

●一次・二次評価の評価項目を「必要性」、「優先性」、「妥当性」、

「成果」から、「必要性・妥当性」、「優先性」、「効率性」、「経済

性」とした。 

●担当係長評価を主観的評価から点数による評価とした。 

＜評価結果＞ 

 一次評価数  ２７９事業 

 二次評価数  １０１事業 

  二次評価の結果 

    維持することとしたもの       ３６事業 

    改善することが適当なもの      ５６事業 

    廃止又は休止することが適当なもの   ９事業 

（新規） 

・緊急通報体制等整・緊急通報体制等整・緊急通報体制等整・緊急通報体制等整    

    備事業の利用者負備事業の利用者負備事業の利用者負備事業の利用者負    

    担金の設定担金の設定担金の設定担金の設定 

高齢介護課 

 平成２５年３月から、緊急通報装置について他の介護サービ

スの利用者との受益負担の公平性を図るため、市民税課税世帯

の利用者から負担金を徴収する。 

・施設の使用料・利・施設の使用料・利・施設の使用料・利・施設の使用料・利    

    用料及び入館料・用料及び入館料・用料及び入館料・用料及び入館料・    

    観覧料等の見直し観覧料等の見直し観覧料等の見直し観覧料等の見直し    

（継続）    

各課 

 ４月から、施設の使用料・利用料または入館料・観覧料等（料

金等）について、利用者の受益負担の公平性と取扱いの均一化

を図るため、料金等や用語の定義及び運用を見直し、運用を開

始した。 

 

●料金等や用語の定義及び運用を見直した施設・・・砺波市福

祉センター苗加苑・北部苑・麦秋苑、出町子供歌舞伎曳山会館、

チューリップ四季彩館、庄川特産館、庄川ふれあいプラザ、閑

乗寺夢木香村、夢の平コスモス荘、となみ散居村ミュージアム、

庄川水資料館、かいにょ苑、砺波市美術館、庄川生涯学習セン

ター、庄川まちかどギャラリー蔵、庄川若者の館、砺波農村環

境改善センター、庄川農村環境改善センター、庄川健康プラザ、

夢の平ペアリフト、庄川パットゴルフ場、砺波体育センター、

庄川体育センター、Ｂ＆Ｇ海洋センター、高道体育館、砺波総

合運動公園（野球場、夜間照明施設、多目的競技場、野球・ソ

フトボール広場、サッカー・ラグビー広場、温水プール）、砺波

向山健民公園、鷹栖テニスコート、弁財天スポーツ公園、中学

校夜間照明施設、市民総合運動場 

・施設の使用料・利・施設の使用料・利・施設の使用料・利・施設の使用料・利    

    用料及び入館料・用料及び入館料・用料及び入館料・用料及び入館料・    

    観覧料等の設定観覧料等の設定観覧料等の設定観覧料等の設定    

（継続）    

各課 

 ４月から、施設の使用料・利用料または入館料・観覧料等（料

金等）について、利用者の受益負担の公平性と取扱いの均一化

を図るため、新たに料金等を設定し、運用を開始した。 

 

●使用料・利用料を新たに設定した施設・・・生きがいセンタ

ー庄川高砂会館、勤労青少年ホーム、庄川勤労者体育センター、

Ｂ＆Ｇ海洋センター、太田テニスコート、中村体育施設、高道

グラウンド、中村グラウンド、上和田緑地 

●入館料・観覧料等を新たに設定した施設・・・となみ散居村

ミュージアム民具館、松村外次郎記念庄川美術館 
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項目 取組事項 実施概要 

２２２２    

行政経費の行政経費の行政経費の行政経費の    

節減節減節減節減    

（新規） 

・総合行政情報シス・総合行政情報シス・総合行政情報シス・総合行政情報シス    

    テムの更新テムの更新テムの更新テムの更新におけにおけにおけにおけ    

    る経費の節減る経費の節減る経費の節減る経費の節減 

総務課 

 経費の節減を図るため、総合行政システムの更新時にノンカ

スタマイズを基本としたパッケージソフトを７月までに導入し

た。 

      初期導入費用単年度分節減額：１９，７４０千円 

・各種補助金の見直・各種補助金の見直・各種補助金の見直・各種補助金の見直    

    しによる削減しによる削減しによる削減しによる削減    

（継続） 

財政課・各課 

 各種補助金等については、行政評価による評価を受け見直し

を順次行う。団体運営補助金については、繰越金の額が一定の

基準を超えている場合は縮減ルールに基づき縮減した。 

 ①補助金等削減   平成２４年１２月末実績 ９３４千円 

 ②縮減ルールに基づく補助金縮減 

           平成２４年１２月末実績 ７０３千円 

（新規） 

・新会計システムの・新会計システムの・新会計システムの・新会計システムの    

    導入導入導入導入 

上下水道課 

 ４月から、経費の節減と効率的に業務を推進するため、会計

システムの更新を契機に市のサーバーに統合した。 

・教育用コンピュー・教育用コンピュー・教育用コンピュー・教育用コンピュー    

    タの一括整備によタの一括整備によタの一括整備によタの一括整備によ    

    る経費の節減る経費の節減る経費の節減る経費の節減 

（継続） 

教育総務課 

 補助事業を利用した教育用パソコンの一括整備により後年の

経費負担を節減した。 

          平成２４年度節減額：２２，２７６千円 

 ・スクールバスの複・スクールバスの複・スクールバスの複・スクールバスの複    

    数年契約による経数年契約による経数年契約による経数年契約による経    

    費の節減費の節減費の節減費の節減 

（継続） 

教育総務課 

 経費の節減を図るため、スクールバスの運行委託を単年度契

約から３年間の複数年契約とした。 

             平成２４年度節減額：８０９千円 

３３３３    

財政構造の財政構造の財政構造の財政構造の    

健全化健全化健全化健全化 

（新規） 

・ホームページ内に・ホームページ内に・ホームページ内に・ホームページ内に    

    有料広告の設置有料広告の設置有料広告の設置有料広告の設置 

企画調整課・総務課 

 ４月から、自主財源の確保と市関連事業所のＰＲ機会の確保

を図るため、ホームページ内に有料広告（バナー広告）の設置

を開始した。 

        平成２４年１２月末実績 契約件数：７件 

        平成２４年度広告料収入予定額：４０２千円 

・未利用地・未利用地・未利用地・未利用地等の有効等の有効等の有効等の有効    

    活用活用活用活用    

（継続） 

財政課 

 未利用の市有地等について、売却処分等の有効活用を引き続

き推進する。 

     平成２４年１２月末実績 ７件 ２１，８９０千円 

（新規） 

・公会計管理台帳の・公会計管理台帳の・公会計管理台帳の・公会計管理台帳の    

    整備整備整備整備    

財政課 

 ４月から、財産台帳システムを導入し、適正な財産管理の推

進を図った。 

（新規） 

・滞納整理事務の強・滞納整理事務の強・滞納整理事務の強・滞納整理事務の強    

    化化化化    

税務課 

 ７月から、滞納管理システムを導入し、分割納付の履行管理

等、滞納整理事務の一層の強化を図った。 

４４４４    

保有財産の保有財産の保有財産の保有財産の    

有効活用有効活用有効活用有効活用    

・橋梁長寿命化計画・橋梁長寿命化計画・橋梁長寿命化計画・橋梁長寿命化計画    

    の策定の策定の策定の策定    

（継続）    

土木課 

 計画的な維持管理による施設の長寿命化を図るため、橋梁の

長寿命化計画を策定した。 

５５５５    

１市２制度１市２制度１市２制度１市２制度    

の解消の解消の解消の解消    

・水道料金の統一・水道料金の統一・水道料金の統一・水道料金の統一    

（継続） 

上下水道課 

 平成２４年６月検針分から、水道料金を統一した。 

・下水道使用料の統・下水道使用料の統・下水道使用料の統・下水道使用料の統    

    一一一一    

（継続）    

上下水道課 

 平成２４年６月検針分から、下水道使用料を統一した。 
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３ 組織・人員の見直し 

項目 取組事項 実施概要 

１１１１    

人材育成の人材育成の人材育成の人材育成の    

推進推進推進推進    

・新たな人事評価シ・新たな人事評価シ・新たな人事評価シ・新たな人事評価シ    

    ステムの導入ステムの導入ステムの導入ステムの導入    

（継続） 

総務課 

 引き続き、評価内容や運用について改良点を検討するととも

に、評価者の人事評価における公平性と客観性の高い評価シス

テムとなるよう、４月に人材育成研修を実施した。 

（新規） 

・愛知県安城市への・愛知県安城市への・愛知県安城市への・愛知県安城市への    

    職員派遣職員派遣職員派遣職員派遣    

総務課 

 ４月から、砺波市と安城市の相互理解の促進と商工観光分野

の研修交流を図るため、市民交流協定等を締結する愛知県安城

市に職員を派遣した。 

２２２２    

定員の適正定員の適正定員の適正定員の適正    

化化化化 

・採用の抑制による・採用の抑制による・採用の抑制による・採用の抑制による    

    職員数の適正化職員数の適正化職員数の適正化職員数の適正化    

（継続） 

総務課 

 定員適正化計画に基づき職員数を削減した。 

             削減数 １２人（病院を除く。） 

３３３３    

組織機構の組織機構の組織機構の組織機構の    

見直し見直し見直し見直し    

（新規） 

・統括担当の設置・統括担当の設置・統括担当の設置・統括担当の設置    

総務課 

 ４月から、新幹線開業を控えたＪＲ城端線活性化や空き家対

策等の複数組織が関係する施策を強力に推進するため、企画調

整課に組織間の総合調整を行う統括担当（主幹級）を設置した。 

（新規） 

・課の統合・課の統合・課の統合・課の統合    

総務課 

 ４月から、効率的に業務を推進するため、広報情報課を解体

し、広報広聴事業の一本化と統計資料の活用を図るための係（広

報統計係）を企画調整課に、庁内情報管理を図るための班（情

報政策班）を総務課に移管し、３課を２課に統合した。 

（新規） 

・課、室の統合・課、室の統合・課、室の統合・課、室の統合    

総務課 

 ４月から、砺波市観光振興戦略アクションプランを効率的に

実施するため、観光振興戦略室を班体制に移行し、商工観光課

内の班（観光振興戦略班）とした。 

（新規） 

・課、係の統合・課、係の統合・課、係の統合・課、係の統合    

総務課 

 ４月から、使用料等の賦課徴収体制の連携と工事施工の効率

化を図るため、上水道課と下水道課を上下水道課に統合すると

ともに、４係（業務係、工務係、管理普及係、下水道建設係）

を３係（経営管理係、上水道工務係、下水道建設係）とした。 

（新規） 

・庄川支所長の職位・庄川支所長の職位・庄川支所長の職位・庄川支所長の職位    

    の見直しの見直しの見直しの見直し 

総務課 

 ４月から、庄川支所長の職位を部長級から次長級に見直した。 

（新規） 

・類似施設の連携強・類似施設の連携強・類似施設の連携強・類似施設の連携強    

    化化化化 

総務課 

 ４月から、職業能力開発センター、となみ野サロン、庄川い

きいき館、勤労青少年ホームの４施設について類似する講座等

の連携、統合を図るため、専任館長を配置した。 

（新規）（新規）（新規）（新規）    

・類似施設の連携強・類似施設の連携強・類似施設の連携強・類似施設の連携強    

    化化化化    

勤労青少年ホーム 

 平成２５年１月から、類似施設の連携強化を推進するため、

開館時間を午後１時から午前９時に変更した。 

※となみ野サロン及び庄川いきいき館の利用者が勤労青少年ホ

ームを利用するため。 
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項目 取組事項 実施概要 

４４４４    

外郭団体の外郭団体の外郭団体の外郭団体の    

指導指導指導指導 

（新規） 

・外郭団体の公益財・外郭団体の公益財・外郭団体の公益財・外郭団体の公益財    

    団法人移行手続き団法人移行手続き団法人移行手続き団法人移行手続き    

    の指導の指導の指導の指導 

総務課 

 特例民法法人（移行前の現行の公益法人のこと）の公益財団

法人移行にあたり、その手続き指導を行うとともに、事業費補

助金及び委託金の見直し等自立的経営について検討、指導を行

った。 

●(財)砺波市花と緑の財団 ４月１日から公益財団法人に移行 

●(財)砺波市農業公社   ４月１日から公益財団法人に移行 

●(財)砺波市体育協会   平成２５年４月１日から公益財団

法人に移行予定 

 

４ 事務事業の見直し 

項目 取組事項 実施概要 

１１１１    

事業経費、事業経費、事業経費、事業経費、    

施設経費等施設経費等施設経費等施設経費等    

の見直しの見直しの見直しの見直し 

（新規） 

・林道等の管理運営・林道等の管理運営・林道等の管理運営・林道等の管理運営    

    体制の見直し体制の見直し体制の見直し体制の見直し    

農地林務課 

 ４月から、管理運営の効率化を図るため、牛岳登山道登山口

や林道横住奥山線の除草や清掃等の維持管理業務を地域の団体

に移管した。 

・フルーツ村の運営・フルーツ村の運営・フルーツ村の運営・フルーツ村の運営    

    体制の見直し体制の見直し体制の見直し体制の見直し    

（継続）    

地域振興課 

 平成２４年度にフルーツ村を廃止する。 

２２２２    

事務手続き事務手続き事務手続き事務手続き    

等の見直し等の見直し等の見直し等の見直し 

（新規） 

・文書件名簿のデー・文書件名簿のデー・文書件名簿のデー・文書件名簿のデー    

    タ化タ化タ化タ化 

総務課 

 ４月から、事務の効率化を図るため、文書管理規程を見直し

文書件名簿をデータ入力することとした。 

（新規） 

・・・・交流館の夜間利用交流館の夜間利用交流館の夜間利用交流館の夜間利用 

となみ散居村ミュージアム 

 ４月から、砺波市民との交流を目的とする者に市内での宿泊

体験の場を提供し友好交流を促進するため、交流館の夜間利用

ができるようにした。 

           平成２４年１２月末実績 宿泊者７名 

（新規） 

・施工管理の実施・施工管理の実施・施工管理の実施・施工管理の実施    

 

検査課 

 ４月から、５００万円以上の工事において監督員に施工管理

を徹底させるため、新しく「施工プロセスチェックシート」を

作成し導入した。 

             平成２４年１２月末実績 ５７件 
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平成２５平成２５平成２５平成２５年度に実施年度に実施年度に実施年度に実施を予定しているを予定しているを予定しているを予定している行政改行政改行政改行政改革・事務改善事項革・事務改善事項革・事務改善事項革・事務改善事項 

    

１ 市民福祉の向上 

項目 取組事項 実施概要 

１１１１    

市民福祉の市民福祉の市民福祉の市民福祉の    

推進推進推進推進 

    

（新規） 

・・・・どこでもどこでもどこでもどこでもＷｉＦｉＷｉＦｉＷｉＦｉＷｉＦｉ    

    の推進の推進の推進の推進    

総務課 

 平成２４年度から実施している市の公共施設５か所（砺波市

役所・庄川支所・砺波駅・道の駅砺波・水記念公園）のＷｉＦ

ｉ実証実験を本稼働させるとともに、新たに公共施設３か所 

に増設し、インターネット環境の整備推進を図る。 

（新規） 

・・・・受診受診受診受診しやすい健診しやすい健診しやすい健診しやすい健診    

    体制の整備体制の整備体制の整備体制の整備    

健康センター 

 ４月から、結核検診やがん検診において受診の向上を図るた

め、検診会場を３か所から４か所に増やすとともに、検診開始

時間を１５分早める。 

（新規） 

・・・・予防接種の個別接予防接種の個別接予防接種の個別接予防接種の個別接    

    種化種化種化種化    

健康センター 

 ４月から、個々の体調に応じた適切な予防接種を実施するた

め、全ての予防接種について、集団接種から個別接種に変更す

る。 

（新規） 

・・・・国民健康保険国民健康保険国民健康保険国民健康保険デーデーデーデー    

    タベースタベースタベースタベースシステムシステムシステムシステム    

    の活用の活用の活用の活用    

市民課 

 １０月から、地域の状況を的確に把握し重点課題を明確にす

ることで将来の医療費の減少を図るため、国民健康保険データ

ベースシステムを活用し、医療・検診・介護が連携した分析を

行う。 

（新規） 

・・・・城端線利用者の市城端線利用者の市城端線利用者の市城端線利用者の市    

    営駐車場料金の営駐車場料金の営駐車場料金の営駐車場料金の割割割割    

    引引引引    

生活環境課 

 城端線の活性化と利用促進を図るため、城端線利用者に対し

砺波駅南駐車場料金の割引を実施する。 

（新規） 

・・・・病児・病後児保育病児・病後児保育病児・病後児保育病児・病後児保育    

    事業の実施事業の実施事業の実施事業の実施 

こども課 

 子育て環境をより充実させ、安心して子育てができるように

するため、民間保育所において市内の病後児を受け入れる病

児・病後児保育（病後児対応型）事業を実施する。 

２２２２    

防災防災防災防災対策の対策の対策の対策の    

推進推進推進推進    

（新規） 

・・・・防災行政無線の整防災行政無線の整防災行政無線の整防災行政無線の整    

    備備備備 

総務課 

 災害時における災害情報の収集と伝達手段の確保を図るた

め、防災行政無線の再整備（平成２５年度 実施設計、平成２

６年度 施工）を推進する。 

（新規） 

・・・・戸籍副本データ管戸籍副本データ管戸籍副本データ管戸籍副本データ管    

    理システムの導入理システムの導入理システムの導入理システムの導入    

市民課 

 災害による戸籍データの消失を防ぐため、戸籍副本データの

保存をこれまでの年１回（法務局が保存）から毎日（管理セン

ターが保存）に変更する。 

（新規） 

・・・・防災物品の配置防災物品の配置防災物品の配置防災物品の配置    

総務課・上下水道課・教育総務課・こども課 

 災害時に対応するため、衛生用品の備蓄を行う。また、応急

給水の充実を図るため、加圧式給水タンク車を導入する。災害

時の児童及び生徒の安全を確保するため、小・中学校及び児童

福祉施設及び児童厚生施設等へ防災物品を配置する。 

    

    



 

- 8 - 

項目 取組事項 実施概要 

２２２２    

防災防災防災防災対策の対策の対策の対策の    

推進推進推進推進    

・防災士の養成・防災士の養成・防災士の養成・防災士の養成    

（継続）    

 

総務課 

 自主防災組織の強化と地域住民の防災意識の向上等を図るた

め、市内全地区に防災士が所在するよう平成２４年度から毎年

１１名ずつ、６か年で６６名を養成する。 

        平成２５年度 １１人防災士資格取得見込み 

（新規） 

・・・・Ｊ－ＡＬＥＲＴＪ－ＡＬＥＲＴＪ－ＡＬＥＲＴＪ－ＡＬＥＲＴ自自自自    

    動起動装置の整備動起動装置の整備動起動装置の整備動起動装置の整備    

総務課 

 大規模災害やテロ等による国民保護事案に迅速に対応するた

め、Ｊ－ＡＬＥＲＴによる消防庁からの情報を自動的にエリア

メール及び緊急登録メールにて情報伝達を行うシステムを導入

する。 

※Ｊ－ＡＬＥＲＴ：全国瞬時警報システムの通称 

    （新規） 

・・・・災害時における業災害時における業災害時における業災害時における業    

    務継続計画（ＢＣ務継続計画（ＢＣ務継続計画（ＢＣ務継続計画（ＢＣ    

    Ｐ）の作成Ｐ）の作成Ｐ）の作成Ｐ）の作成    

総務課 

 災害時においても行政サービスを継続する必要があることか

ら、業務継続計画（Ｂusiness Ｃontinuity Ｐlan）を作成し、

災害時に短期間で重要な機能を再開し、事業を継続するための

指針とする。 

３３３３    

環境対策の環境対策の環境対策の環境対策の    

推進推進推進推進    

 

・公用車の一元管理・公用車の一元管理・公用車の一元管理・公用車の一元管理    

    の推進の推進の推進の推進    

（継続） 

 

総務課 

 引き続き、公用車共用車制度の台数を増やし、一元管理に向

けた取り組みを進めるとともに、買い替えの際には台数の削減

の可否を検討し、買い替える場合は、環境に配慮した軽自動車

やハイブリッド車等の導入を図る。 

（新規） 

・・・・不燃ごみ及び小型不燃ごみ及び小型不燃ごみ及び小型不燃ごみ及び小型    

    家電引取サイズの家電引取サイズの家電引取サイズの家電引取サイズの    

    見直し見直し見直し見直し    

生活環境課 

 ごみの資源化を一層進めるため、現在５０cm以内としている

不燃ごみ及び小型家電の引取サイズを緩和する方向で見直す。 

 

２ 行財政基盤の強化 

項目 取組事項 実施概要 

１１１１    

公正で透明公正で透明公正で透明公正で透明    

な市政運営な市政運営な市政運営な市政運営 

・行政評価の実施・行政評価の実施・行政評価の実施・行政評価の実施    

（継続） 

総務課・企画調整課・財政課 

 引き続き、全ての事務事業を対象に行政評価を実施するとと

もに、担当者以外からの視点による二次評価を実施し、公表す

ることで、市政の透明性を高め、市民との協働によるまちづく

りを推進するとともに、総合計画実施計画の進捗管理及び次年

度予算への反映を図る。 

（新規） 

・・・・市主催事業の受講市主催事業の受講市主催事業の受講市主催事業の受講

料の見直し料の見直し料の見直し料の見直し 

勤労青少年ホーム 

 ４月から、他受講者との公平性を保つため、講座受講料につ

いて１，０００円から１，５００円に見直しを行う。 

２２２２    

行政経費の行政経費の行政経費の行政経費の    

節減節減節減節減 

（新規） 

・・・・加除式例規集の廃加除式例規集の廃加除式例規集の廃加除式例規集の廃    

    止止止止 

総務課 

 例規及び法令をインターネットやグループウェアにより閲覧

することができることから、４月から、冊子を廃止する。 

         平成２５年度節減見込額：１，０００千円 

・各種補助金の見直・各種補助金の見直・各種補助金の見直・各種補助金の見直    

    しによる削減しによる削減しによる削減しによる削減    

（継続） 

財政課・各課 

 引き続き、各種補助金等について必要性や効果等の見直しを

行い、不必要な補助金の廃止や補助率等の見直しにより削減を

図る。また、平成２４年度から導入した団体運営補助金を中心

とした繰越金等の状況に基づく縮減ルールを継続する。 
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項目 取組事項 実施概要 

３３３３    

財政構造の財政構造の財政構造の財政構造の    

健全化健全化健全化健全化 

（新規）    

・・・・類似施設の統合、類似施設の統合、類似施設の統合、類似施設の統合、    

    廃止及び廃止及び廃止及び廃止及び民営化に民営化に民営化に民営化に    

    についてについてについてについて    

総務課 

 公共施設の整理合理化等の必要性があることから、類似施設

の統合、廃止及び民営化について有識者や市民等から具体的な

意見をいただくため、行政改革検討委員会を設置する。 

・未利用地等の有効・未利用地等の有効・未利用地等の有効・未利用地等の有効    

    活用活用活用活用    

（継続） 

財政課 

 未利用の市有地等について、売却処分等の有効活用を引き続

き推進する。 

・・・・公会計管理台帳（公会計管理台帳（公会計管理台帳（公会計管理台帳（    

    財産台帳）の整備財産台帳）の整備財産台帳）の整備財産台帳）の整備    

（継続） 

財政課 

 平成２４年度に導入した財産台帳システムについて、不足す

る情報の調査を行い、適正な財産管理の一層の推進を図る。 

（新規） 

・・・・企業会計への移行企業会計への移行企業会計への移行企業会計への移行    

上下水道課 

 平成２７年４月を目途に、下水道事業特別会計を企業会計へ

移行するため、基本方針の策定や財産台帳の整備等を進める。 

 

３ 組織・人員の見直し 

項目 取組事項 実施概要 

１１１１    

人材育成の人材育成の人材育成の人材育成の    

推進推進推進推進    

（新規） 

・・・・地区自治振興会へ地区自治振興会へ地区自治振興会へ地区自治振興会へ    

    の職員の派遣の職員の派遣の職員の派遣の職員の派遣 

総務課 

 ４月から、地域との連携を深めるとともに、職員の研修の場

とするため、各地区自治振興会の会議等に職員を派遣する。 

・新たな人事評価シ・新たな人事評価シ・新たな人事評価シ・新たな人事評価シ    

    ステムの導入ステムの導入ステムの導入ステムの導入    

（継続） 

総務課 

 引き続き、評価内容や運用について改良点を検討し、評価者

の人事評価における公平性と客観性の高い評価システムとなる

よう評価研修を実施する。 

２２２２    

定員の適正定員の適正定員の適正定員の適正    

化化化化 

・採用の抑制による・採用の抑制による・採用の抑制による・採用の抑制による    

    職員数の適正化職員数の適正化職員数の適正化職員数の適正化    

（継続） 

総務課 

 定員適正化計画に基づき職員数を削減する。 

             削減予定数 ７人（病院を除く。） 

３３３３    

組織機構の組織機構の組織機構の組織機構の    

見直し見直し見直し見直し    

（新規） 

・・・・危機管理危機管理危機管理危機管理担当部署担当部署担当部署担当部署    

    のののの新設新設新設新設 

総務課 

 ４月から、砺波市地域防災計画の修正を踏まえ、市民の生命・

財産を保護し社会秩序の維持と公共の福祉に資することに迅速

かつ的確に対応するため、危機管理担当部署を新設する。 

（新規） 

・・・・組織の統合組織の統合組織の統合組織の統合 

総務課 

 ４月から、類似施設の統廃合並びに職員の適正配置及び簡素

な行政組織を推進するため、職業能力開発センターと働く婦人

の家（となみ野サロン及び庄川いきいき館）を統合し「砺波ま

なび交流館」とする。 

 

４ 事務事業の見直し 

項目 取組事項 実施概要 

１１１１    

民間機能の民間機能の民間機能の民間機能の    

活用活用活用活用    

（新規）    

・・・・体育体育体育体育施設の使用施設の使用施設の使用施設の使用料料料料    

    金制金制金制金制の見直しの見直しの見直しの見直し    

生涯学習・スポーツ課 

 指定管理者における効率的な施設管理及び運営を推進するた

め、使用料金制を採用している体育施設（地域体育館を除く体

育施設）を利用料金制に統一するための手続きを行う。 
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項目 取組事項 実施概要 

２２２２    

事業経費、事業経費、事業経費、事業経費、    

施設施設施設施設経費等経費等経費等経費等    

の見直しの見直しの見直しの見直し    

（新規） 

・・・・公民館指導員の削公民館指導員の削公民館指導員の削公民館指導員の削    

    減減減減    

生涯学習・スポーツ課 

 ４月から、事務の見直し等により、公民館指導員を３名から

２名に削減する。 

３３３３    

事務手続き事務手続き事務手続き事務手続き    

等の見直し等の見直し等の見直し等の見直し    

（新規） 

・・・・国内交流事業奨励国内交流事業奨励国内交流事業奨励国内交流事業奨励    

    金制度の統合金制度の統合金制度の統合金制度の統合    

企画調整課 

 事務手続きの効率化を図るため、姉妹都市であるむかわ町と

の交流経費の一部を補助する目的の奨励金制度を同様の補助金

制度である「砺波市市民交流支援事業補助金」に統合する。 

（新規） 

・・・・入札における総合入札における総合入札における総合入札における総合    

    評価方式の見直し評価方式の見直し評価方式の見直し評価方式の見直し    

財政課 

 公共工事の更なる品質確保を図るため、総合評価方式の評価

項目の見直しを検討する。 

（新規） 

・・・・確定申告相談時の確定申告相談時の確定申告相談時の確定申告相談時の    

    税理士の配置税理士の配置税理士の配置税理士の配置    

税務課 

 確定申告相談における対応の向上と充実を図るため、確定申

告期間中に税理士を雇用し配置する。 

（新規） 

・・・・給食調理方式の変給食調理方式の変給食調理方式の変給食調理方式の変    

    更更更更    

給食センター 

 ４月から、市内小学校給食の一元化を図るため、庄川小学校

の給食調理を、これまでの自校方式から共同調理方式（給食セ

ンター方式）に変更する。 

（新規） 

・・・・工事等成績評定の工事等成績評定の工事等成績評定の工事等成績評定の    

    見直し見直し見直し見直し 

検査課 

 工事等成績評定を導入してから５年が経過するため、公共工

事総合評価方式の基礎項目となる成績評定項目の見直しを行

う。 

４４４４    

事務事務事務事務事業事業事業事業のののの    

整理合理化整理合理化整理合理化整理合理化    

（新規） 

・・・・ヘルパーステーシヘルパーステーシヘルパーステーシヘルパーステーシ    

    ョンの再編ョンの再編ョンの再編ョンの再編    

高齢介護課 

 市内の介護サービス基盤の充実を受け、平成２６年度を目途

に、市が設置するヘルパーステーション事業所の規模調整を図

るため、ヘルパーステーションの再編を検討する。 

 

 



砺波市行政改革推進計画

平成２３年度～平成２７年度

平成２５年２月

砺波市

【フォローアップ版】

資料３



１　市民との協働による市政の推進
（１）市民参画・協働の仕組みづくり

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

1
市民との協働による
男女共同参画の推進

平成22年度に策定した「砺波市男女
共同参画推進計画（第二次）」に基
づき、男女共同参画の推進を図ると
ともに、市民協働による啓発活動や
調査、研究を行う。

砺波市男女共同参画市民委員会を開
催し、市民の意見を取り入れた施策
を行うなど、市民協働で推進するこ
とにより、効果的な啓発活動を実施
することができる。

平成23年8月に市と砺波市男女共同
参画推進員連絡会と共同で、市内の
100事業所を対象に「企業実態アン
ケート調査」を実施し、男女共同参
画取組の実態や問題点を把握した。
また、平成22年度・23年度に砺波市
男女共同参画市民委員会を開催し、
市の現状等について報告及び協議を
行った。

平成22年度に策定した「砺波市男女
共同参画推進計画（第二次）」に基
づき、男女共同参画の推進を図っ
た。
まちづくり協働事業において、「イ
クメン・カジダン」写真・川柳募集
やマタニティマークの設置など市民
協働による啓発活動を行った。

企画調整課

自主防災組織に対し活動に必要な資

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況取組事項 取組内容 担当課
年度計画

砺波市男女共同参画市民委員会の開催

砺波市男女共同参画推進計画（第三次）の策定

砺波市男女共同参画推進計画（第二次）の実施

新規
2

自主防災組織に対す
る支援及び防災士の
育成

自主防災組織の強化と地域住民の防
災意識の向上等を図るため、自主防
災組織に対し活動に必要な資機材を
整備するための支援と、防火訓練や
啓発等の活動に対する支援を行うと
ともに、市内全地区で6年間の計画
で「防災士」を養成する。

自主防災組織の強化と地域住民の防
災意識の向上等が一層図られる。

■防災士資格取得人数を平成24年度
の30人から平成29年度には100人と
なることを目標とする。

自主防災組織に対し活動に必要な資
機材を整備するための支援と、防火
訓練や啓発等の活動に対する支援を
行った。
また、市内全地区に防災士が所在す
るよう「防災士」を養成するための
調査・検討を行った。

機材を整備するための支援と、防火
訓練や啓発等の活動に対する支援を
行った。
また、市内全地区に防災士が所在す
るよう「防災士」を養成する支援を
10月に実施した。

平成24年12月末
■活動補助 24件 240千円、防災士
養成支援 11件 671千円

総務課

（２）ＮＰＯの育成・ボランティアとの連携

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

市民のボランティア活動の意識の高
ボランティア活動の定着に向け、引
き続きボランティアポイント制

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況取組事項 取組内容
年度計画

担当課

防災士養成のための調査・検討

防災士の養成（平成29年度まで毎年11人ずつ）

自主防災組織に対する支援（平成22年度、23年度の2か年）

3
ボランティアポイン
ト制の実施

ボランティア活動の促進を図るた
め、観光や生涯学習等にも対象を広
げるなど、ボランティアポイント制
「レッツ！ボランティアとなみ」を
本格実施し、ボランティアの推進を
図る。

市民のボランティア活動の意識の高
揚並びに、ボランティア活動の推進
と地域福祉の向上が図られる。

■ボランティアセンター登録人数
を、平成22年度の4,766人から、平
成28年度には6,000人となること、
また、ＮＰＯ法人については平成22
年度の11団体から平成28年度には15
団体となることを目標とする。

7月からボランティア活動の促進を
図るため、観光や生涯学習等にも対
象を広げ、ボランティアポイント制
「レッツ！ボランティアとなみ」を
本格実施した。

■ボランティアセンター登録人数
4,854人、ＮＰＯ法人 11団体

き続きボランティアポイント制
「レッツ！ボランティアとなみ」を
実施した。
また、ボランティアポイントの交換
メニューを拡大するなど見直しを
行った。

平成24年12月末
■ボランティアセンター登録人数
4,809人、ＮＰＯ法人 11団体

企画調整課
社会福祉課

（３）審議会等の見直し・活性化

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

男女共同参画庁内企画推進会議にお
いて、市の審議会等における女性の

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況取組内容取組事項
年度計画

担当課

ボランティアポイント制の試行

ボランティアポイント制の本格実施

ボランティアポイント制の検証

4
審議会等への女性委
員の積極的な登用

男女共同参画の推進を図るため、砺
波市男女共同参画市民委員会を年１
回開催し、市の審議会等における女
性委員の割合の向上について進行管
理や評価を行う。

審議会等の活性化が図られる。

■市の審議会等における女性委員の
割合を、平成21年度の21.2％から平
成27年度には30％とすることを目標
とする。

いて、市の審議会等における女性の
割合等を説明し、女性委員の登用促
進を依頼した。
また、役員改選期に先立ち、市の審
議会等における女性委員の割合等を
調査し、1月に女性の委員登用促進
について職員に周知した。

■平成23年度市の審議会等における
女性委員の割合 24.9％

4月の「男女共同参画庁内企画推進
会議」において、市の審議会等にお
ける女性の割合等を説明し、女性委
員の登用促進を依頼した。

企画調整課

5
審議会等への公募委
員の登用

幅広く市民の意見を反映するため、
審議会等への公募委員の登用の拡大
を図る。

幅広く市民の意見が反映されるとと
もに、審議会等の活性化が図られ
る。

各事業所管課に対し、公募委員登用
拡大のための通知を行った。

各事業所管課に対し、公募委員登用
拡大のための通知を行う。

総務課

市の審議会等における女性委員の割合の向上

市の審議会等における公募委員の登用の拡大
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

6 審議会等の整理統合
既存の審議会等の設立経緯及び関係
法令等から調整を図り、可能なもの
について整理統合を推進する。

簡素で効率的な行政機構の確立や、
経費の節減が図られる。

審議会等の組織化について研究・検
討を行った。

審議会等の組織化について研究行っ
ている。

総務課

２　公正で透明な市政運営
（１）広報広聴機能の充実

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

7
積極的な広聴活動の
展開

高度化、多様化する市民ニーズを把
握するため、市長への手紙や行政出
前講座等により、積極的な広聴活動
を展開するとともに、ホームページ
に掲載する。

高度化、多様化する市民ニーズに対
応した施策の実施が図られる。

平成23年度
■市長への手紙回答件数 66件、行
政出前講座派遣件数 225件、タウン
ミーティング開催件数 1件

平成24年12月末
■市長への手紙回答件数 24件、行
政出前講座派遣件数 208件、タウン
ミーティング開催件数 6件

企画調整課
各課

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況取組事項 取組内容
年度計画

担当課

取組事項 取組内容
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組効果 平成24年度の取組状況

年度計画
担当課

市の審議会等の整理統合の推進

市長への手紙や行政出前講座の継続実施

に掲載する。
ミーティング開催件数 1件 ミーティング開催件数 6件

8
ケーブルテレビによ
る広報活動の充実

ケーブルテレビのコミュニティチャ
ンネルについて、番組やデータ放送
により提供する行政情報を更に充実
させ、市民の利便性の向上と緊急時
の情報伝達能力の向上を図る。

市民の利便性の向上が図られるとと
もに、広報活動の一層の充実が図ら
れる。

4月から視聴者のニーズに合わせ行
政番組の高画質化や高音質化を図る
ため、砺波市・南砺市・ＴＳＴの各
チャンネルを統合しハイビジョン化
するとともに、行政情報や緊急地震
情報等をテレビ画面で伝えるデータ
放送を開始した。

ケーブルテレビの番組・データ放送
を活用して、行政情報、地域の話題
及び緊急情報をタイムリーに発信し
ている。

企画調整課

9
「広報となみ」の電
子媒体での利用促進

新たに、スマートフォンやタブレッ
ト端末専用の「広報となみ」の閲覧
用ファイルを毎号作成し、ホーム
ページに掲載する。

携帯端末でも閲覧しやすいことか
ら、市民がいつでも、どこでも「広
報となみ」の情報に触れることがで
き、広報活動の一層の充実が図られ
る。

「広報となみ」を携帯端末で閲覧可
能にするため、調査・検討を行っ
た。

4月から「広報となみ」をどこでも
確認できるように携帯端末で閲覧形
式に変更し、ホームページに掲載し
た。

企画調整課

・ブログやツイッターの仕組みを活

さまざまな情報発信の仕組みにより
情報発信力と利便性の向上を図るた
め、以下のことを行っている。

携帯用端末等専用の閲覧用ファイルの掲載

携帯用端末等専用の閲覧用ファイル作成の調査・検討

コミュニティチャンネルの番組やデータ放送による行政情報

の充実

ホームページによる最新情報の発信

10
ホームページの情報
発信力と利便性の向
上

ブログやツィッター等のウェブ上の
様々な情報発信の仕組みを積極的に
活用するとともに、多様な携帯端末
機器にも対応できるよう、研究を行
う。

記事の斬新性及び携帯端末での閲覧
対応により、ホームページのアクセ
ス数か増加するともに、市民サービ
スや行政事務などの情報化の推進が
図られる。
■ホームページのアクセス数を平成
22年度の39万件から平成28年度には
45万件とすることを目標とする。

・ブログやツイッターの仕組みを活
用し、情報配信を繰り広げた。
・ホームページにおける「公報とな
み」については、携帯端末機器でも
迅速に閲覧できるアプリに対応し
た。
・ホームページの記事の質と量の充
実に努めた。

平成23年度
■ホームページのアクセス数 41万
件、ツイッターのフォロワー 148人

め、以下のことを行っている。
・ホームページの記事更新の依頼
（商工観光課、美術館、庄川水資料
館、コスモス荘、郷土資料館等）
・動画情報の追加
・砺波市の魅力を全国に向けて発信
するため観光ポータルサイト「砺波
旅（となみたび）」の特集ページを
更新

平成24年12月末
■ホームページアクセス数 28万
件、ツイッターのフォロワー 288人

企画調整課
総務課

（２）パブリックコメント制度の推進

取組事項 取組内容 担当課
これまでの状況

取組効果
年度計画

平成24年度の取組状況

ホームページの更新

ホームページによる最新情報の発信

ホームページにツィッターの運営

観光ポータルサイト「砺波旅」の運営

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

11
パブリックコメント
制度の推進

条例や施策の立案過程において素案
を公表し、広く市民の意見を求める
ため、パブリックコメント制度の推
進を図る。

市民への説明責任を果たすととも
に、行政運営に市民の意見や考えが
反映され、市民との協働による行政
運営が図られる。

■パブリックコメント実施数 4件
平成24年12月末
■パブリックコメント実施数 2件

企画調整課
各課

取組事項 取組内容 担当課
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組効果 平成24年度の取組状況

パブリックコメント制度の推進

- 2 -



（３）財政情報のわかりやすい公表

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

12
連結財務４表及び財
務分析結果の公表

普通会計、特別会計及び企業会計を
含めた連結財務４表（バランスシー
ト、行政コスト計算書、純資産変動
計算書、資金収支計算書）及びその
分析結果を公表する。

砺波市と同一モデル及び連結範囲で
公表を行っている類似団体との比較
や分析が可能になるとともに、財政
運用上の目標設定や方向性の検討、
行政評価との連携、受益者負担の適
正化等への活用が図られる。

普通会計決算に基づく財務４表及び
財政分析指標（財政の健全性、サー
ビスの効率性、経年比較等）の公表
を行っている。
なお、財務諸表の作成基準は統一さ
れていないため、連結決算を行うた
めに必要な表示科目の読替手続きや
会計間の内部取引の相殺等の作業が
未着手である。

平成23年度における普通会計、特別
会計及び企業会計の各決算に基づく
財務４表を作成し、1月の公表に向
けて準備している。

財政課

（４）行政評価の実施

取組事項
これまでの状況

取組内容
年度計画

取組事項 取組内容

平成24年度の取組状況

取組効果 平成24年度の取組状況

担当課取組効果

年度計画
担当課

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

連結範囲、財務分析等の公表内容の検討、実施

普通会計決算に基づく財務４表及び財政分析指標の公表

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

13
行政評価の実施方法
の検討

全ての事務事業を対象に行っている
行政評価の実施方法について、更に
調査・研究・検討を行う。

行政の説明責任の徹底、限られた財
源・人材による質の高い行政の実
現、成果重視の行政への転換や行政
組織構造の見直しが図られる。

全ての事務事業を対象に行政評価を
実施し、ワーキンググループによる
二次評価を継続するとともに、総合
計画実施計画の進行管理及び次年度
予算への反映を図った。
また、砺波市行政改革委員会等へ結
果報告を行い評価された事務事業へ
の意見等を得た。

■二次評価の結果 現状維持 18件、
改善 37件、廃止・休止 1件

一次評価、二次評価を施策ごとから
事業ごとに実施した。
評価の評価項目を「必要性」、「優
先性」、「妥当性」、「成果」か
ら、「必要性・妥当性」、「優先
性」、「効率性」、「経済性」とし
た。
担当係長評価を主観的評価から点数
による評価とした。
また、砺波市行政改革委員会等へ結
果報告を行い評価された事務事業へ
の意見等を得た。

■評価結果 一次評価数 279事業、
二次評価数 101事業
■二次評価の結果 維持することと

総務課

取組事項
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組内容 平成24年度の取組状況 担当課取組効果

行政評価の継続的な実施

行政評価の新しい実施方法の調査・研究・検討

行政評価の新しい実施方法の導入

・一次・二次評価を施策ごとから事業ごとに実施

廃止又は休止（旧：Ｃ評価）とされた事業に対する取組の検討

改善 37件、廃止・休止 1件
■二次評価の結果 維持することと
したもの 36事業、改善することが
適当なもの 56事業、廃止又は休止
することが適当なもの 9事業

３　事務・事業の見直し
（１）事務・事業の整理合理化

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

新規 訪問看護事業のサテ

訪問看護事業の利用者増加に対応す
るため、サービス提供地域を２つに

訪問看護利用者の安全性が高まると
ともに、多様化する内容に対応する

利用者の希望に応じて調整を行って

経営コンサルテーションを活用し、
看護内容や記録方法の見直しを行う
などの改善を図った。
また、訪問移動などに時間をかけず
効率的に実施できるよう訪問時間の

担当課
年度計画これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組効果 平成24年度の取組状況取組事項 取組内容

・一次・二次評価を施策ごとから事業ごとに実施

・一次・二次評価の評価項目を変更

・一次評価を担当係長評価とし点数評価に変更

訪問看護２チーム制の施行

新規
14

訪問看護事業のサテ
ライト事業所設置

るため、サービス提供地域を２つに
わけ、地域ごとの担当チームで対応
するチーム制の導入と、サテライト
事業所の設置について検討する。

ともに、多様化する内容に対応する
ことができる。
また、利用者の増加に対応できる。

利用者の希望に応じて調整を行って
いたため、訪問移動などに時間がか
かること等が多かった。

効率的に実施できるよう訪問時間の
調整等を実施した。

平成24年12月末までの月平均
■利用者 98人（前年比9％増）、訪
問回数 546回（前年比36％増）、事
業収入 4,395千円（20％増）

健康センター

サテライト事業所設置の検討
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

新規
15

砺波市地域防災計画
の見直し及び防災備
品の充実

平成18年度に策定した「砺波市地域
防災計画」に基づき災害等の発生に
対応できるよう取り組みを進めてい
るが、東日本大震災での対応も参考
に、国や県の地域防災計画等の見直
しを反映する。
また、「砺波市防災計画」と「砺波
市災害救助物資備蓄計画」との整合
性を図るとともに、災害時の要援護
者支援を充実するための福祉備蓄物

砺波市内で発生する恐れのある災害
等にあらかじめ備えるとともに、予
防に努めることができる。
発災時は、迅速かつ機能的に災害対
応ができる。

災害時に備え、被害想定を基に次の
物品などを備蓄している。

平成24年3月末
■毛布 830枚、乾パン11,264食、三
角巾 120セット、シート 120枚、医
薬品セット 2セット、懐中電灯 30
個、ヘルメット 30個、下水道直結
トイレ 2基、ポータブル仮設トイレ
22基、プライバシー間仕切り 21施

防災計画の見直しを進めるため、砺
波市防災会議をはじめとした会議に
おいて検討を進めている。
また、市内7つの施設と「災害時に
おける福祉避難所としての使用に関
する協定書」を締結し、そのなかで
4つの施設で避難所に必要な備品の
整備をすすめた。

■発電機5台、防雨用コードリール4
台、ハロゲンライトセット4台、
サークルライト（スタンド三脚付）
4台、ＬＥＤハンディーライト33
本、収納式洗えるフトンセット2
台、ハンド型メガホン2台、キャ

総務課
社会福祉課

年度計画
担当課取組事項 取組内容 取組効果

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

平成24年度の取組状況

砺波市地域防災計画の見直し

各種行動計画作成

防災備品の充実

者支援を充実するための福祉備蓄物
品の充実を図る。

22基、プライバシー間仕切り 21施
設分

台、ハンド型メガホン2台、キャ
リースルーンボックスＮ3台、赤外
線ヒーター（保護シート付）2台、
ＡＥＤ(収納ボックス･置台付）1
台、ソファーベッド4台、石油ス
トーブ対流型2台

16
市営バスの路線等の
見直し

平成23年10月のダイヤ改正に合わ
せ、既存の市営バス４路線とふれあ
いバス、福祉バスの路線を統合し12
路線とする。
また、新路線についての効果検証を
行い、市民の要望に応える路線変更
及びダイヤ改正について検討を行
う。

利用者が平成24年8月末現在で前年
比104%となるなど、改善が見られる
ものの、バス停が遠くて利用できな
い等の課題も見られた。

平成23年10月に福祉バス及びふれあ
いバスを統合し、既存の４路線から
12路線にするなどの路線変更を実施
した。また、同路線変更に関する効
果検証のため、平成24年1月から2月
にかけて、各自治振興会、福祉施設
や学校に対し要望調査を実施した。

各自治振興会、福祉施設や学校に対
し実施した要望調査の結果に基づ
き、路線改正を実施し、利用者数の
増加を図った。

生活環境課

砺波市観光振興のため、砺波市観光
協会を観光関連事業の推進を担う中

条例等の整備

ダイヤ改正後の運行

ダイヤ改正後の新路線による運行

ダイヤ改正後の運行

ダイヤ改正の効果検証・新ダイヤの検討

ダイヤ改正後の新路線の効果検証・新ダイヤの検討

ダイヤ改正後の効果検証・新ダイヤの検討

砺波市観光振興戦略プランの実施・検証

17
観光振興戦略の推進
と観光関連事業やイ
ベント等の見直し

平成22年度に策定した「砺波市観光
振興戦略プラン」に基づき、毎年、
観光関連事業やイベント等の進捗状
況や課題、目標の達成状況等の整理
及び分析を行い、事業内容の見直し
を行う。

協会を観光関連事業の推進を担う中
心的組織として位置付け、行政及び
関係団体との連携を図っている。特
に、市民交流を推進され、交流人口
の拡大を図った。

■観光入込客をイベントや観光施設
の入場者も含めて、平成21年の163
万人から平成27年には180万人とな
ることを目標とする。

砺波市観光振興戦略プランをより具
体的に推進するため、平成23年度に
同アクションプランを策定した。プ
ランに基づく、観光推進事業を展開
している。

砺波ニューグルメメニューの開発、
首都圏からのメディア招聘事業、庄
東丘陵地エリアの連携推進、市民交
流推進、観光リーダー養成事業な
ど、多面的な事業に取り組んでい
る。

商工観光課

既存の部屋や空スペースを、需要の

職業能力開発センター利用室の数が
増えた事により、施設利用者の用途
に合わせて利用室選定の幅が広がっ

職業能力開発センターでは、国の補
助事業にて利用需要が高くなるよう

職業能力開発センターと働く婦人の
家（となみ野サロン及び庄川いきい
き館）の組織統合及び運営について
検討し、平成25年1月から働く婦人
の家の教室等は職業能力開発セン
ターへ移行するとともに、同年4月
からは施設名称を「砺波まなび交流

総務課
職業能力開発セ

職業能力開発センターの施設改修

職業能力開発センター・働く婦人の家の講座の集約、見直し

砺波市観光振興戦略アクションプランの作成

砺波市観光振興戦略プランの実施・検証

新計画の策定、検討

砺波市観光振興戦略アクションプランの実施・検証

職業能力開発センター・働く婦人の家の組織統合の検討

18
類似施設・類似事業
の統合

既存の部屋や空スペースを、需要の
高い部屋に改修するとともに、他施
設で実施している類似講座を集約す
るなど効率を高める。

に合わせて利用室選定の幅が広がっ
た。
平成24年4月より庄川いきいき館の
事務所をとなみ野サロンへ移転し
た。これにより、臨時職員を1名減
らすことができた。

助事業にて利用需要が高くなるよう
多機能に使用できる新室を６室設け
た。
また、となみ野サロンの庁舎化と庄
川いきいき館の用途廃止することに
ついて検討を行った。

からは施設名称を「砺波まなび交流
館」とすることにした。
また、働く婦人の家の利用者が勤労
青少年ホームを利用することから、
勤労青少年ホームの開館時間を午後
1時から午前9時に変更した。
行政改革推進本部会議において、平
成25年度に行政改革検討委員会を設
置し、類似施設の統合、廃止及び民
営化について検討することにした。

職業能力開発セ
ンター
となみ野サロン
庄川いきいき館
勤労青少年ホー
ム

各施設から職業能力開発センターへ講座等実施会場の移動

勤労青少年ホーム・砺波まなび交流館の講座の集約、見直し

類似施設の統合、廃止及び民営化について検討

行政改革検討委員会の設置
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

19
水道台帳のペーパー
レス化

紙ベースの水道台帳の加除を中止
し、データ管理のみに移行する。

市民からの問合せ等への迅速な対応
を実現するとともに、保管スペース
の削減及び台帳作成事務の簡素化が
図られる。

水道台帳のペーパーレス化に向け、
地理情報システムに順次入力を行っ
た。

平成23年度
■入力件数 14,300件（16,300件
中）、新規追加件数 100件

水道台帳のペーパーレス化に向け、
地理情報システムに順次入力を行て
いる。

平成24年12月末
■入力件数 16,300件（16,380件
中）、新規追加件数 2,000件

上下水道課

新規
20

保育所及び幼稚園の
整備について

「保育所・幼稚園整備計画」を策定
し、砺波市における今後の保育所や
幼稚園の設置に係る方向性を定め
る。
また、計画策定のため、検討委員会
を設置する。

保育所や幼稚園の偏在や施設の設置
ばかりでなく、市が取り組んできた
幼保一元化を進めることができる。

平成22年度に有識者による「保育
所・幼稚園のあり方懇談会」を設置
し、異なった年代、地域、立場など
による率直な意見を得た。

国等の情報収集に努め、今後の進め
方について検討している。

こども課

年度計画
担当課取組事項 取組内容 取組効果

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

平成24年度の取組状況

ペーパーレス化に伴う課題の検証

全件ペーパーレス

地理情報システムへの入力（移行分）

保育所・幼稚園整備計画の策定

保育所・幼稚園整備計画検討委員会の設置

保育所・幼稚園整備計画の実施

（２）補助金等の適正化

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

21 補助金等の適正化

補助金や負担金等について、行政の
関与や効果、経費負担の在り方等に
ついて検討し、目的が達成されたも
のや効果が期待できなくなったもの
について、廃止、縮小、統合等を行
う。

補助金や負担金について常に見直し
を行い、スクラップアンドビルドを
行うことで、市民ニーズに柔軟に対
応すことができるとともに、効率
的、重点的な事業の実施が図られ
る。

目的が達成されたものや効果が期待
できなくなったものについて、廃
止、縮小、統合等を行った。
また、平成24年度から団体運営補助
金を中心に、繰越金等の状況に基づ
く縮減ルールを適用できるよう検討
した。

平成23年度
■補助金等削減額 582千円、平成17
年度から平成23年度までの補助金削

平成24年度から団体運営補助金を中
心に繰越金等の状況に基づく縮減
ルールを適用することを決定し、適
正化基準を超えて繰り越している団
体の補助金を縮減した。

平成24年12月末
■補助金等削減額 934千円、縮減
ルールに基づく補助金縮減額 21件
703千円

財政課
各課

担当課
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組効果 平成24年度の取組状況取組事項 取組内容

年度計画

補助金等の在り方等についての検討

繰越金等の状況に基づく縮減ルールの導入

補助金等の見直し

年度から平成23年度までの補助金削
減効果額 154,213千円

703千円

（３）民間機能の活用

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

22
指定管理者制度の積
極的、計画的な活用

地域活性化や市民サービスの向上等
を図るため、引き続き、指定管理者
制度の積極的な活用を図る。

地域活性化や市民サービスの向上が
図られるとともに、行政経費の節減
が図られる。

平成23年度で指定管理期間が終了す
る以下の施設について指定管理者を
公募、指定した。

・砺波市福祉センター北部苑
・砺波市北部デイサービスセンター

■平成23年度末指定管理施設 72施
設

平成24年度で指定管理期間が終了す
る以下の施設について指定管理者を
公募し、選定委員会を開催した。12
月定例会に議案提出予定である。

・砺波市出町子供歌舞伎曳山会館

平成24年度12月末
■指定管理施設 72施設

各課

取組事項 取組内容
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組効果 平成24年度の取組状況

年度計画
担当課

指定管理者制度の積極的な活用

（４）環境と共生する行政運営の推進

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

新規
23

空き家の有効活用の
推進

増加する空き家を有効活用かつ適正
に管理するため、空き家利活用の推
進を図るとともに、空き家所有者の
管理責任を明記した条例を制定す
る。

空き家の減少による生活環境の向
上、景観の保全及び防犯意識の向上
が図られる。

ＮＰＯ法人と自治振興会等に依頼
し、砺波市内の空き家の戸数や所有
者等について調査した。

空き家再生等推進協議会を設置する
とともに、専用ホームページ（空き
家情報バンク）を立ち上げ空き家や
砺波市の暮らしについて情報発信等
を行った。
また、空き家所有者の管理責任を明
記した条例の制定に向け検討を進め
ている。

企画調整課
となみ散居村
ミュージアム

取組事項 担当課
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組内容

年度計画
取組効果 平成24年度の取組状況

市内の空き家の調査(実態把握)

空き家等の情報発信

空き家に関する条例の制定

空き家に関する条例の施行

空き家再生等推進協議会の設置
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23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

24
公用車の一元管理の
推進

公用車の一元管理について具体的な
検討を行うとともに、運行状況調査
に基づき、車両台数の計画的な削減
を図る。
また、環境に配慮した軽自動車やハ
イブリッド車等の導入を図る。

環境への負荷低減が図られるととも
に、維持管理費の削減と効率的な車
両配置が図られる。

軽自動車を共用車として各課の利用
促進を図った。
また、公用車の更新時には軽自動車
等の環境に配慮した車両の導入を
図った。

平成23年度
■軽自動車導入台数 6台、平成23年
度末共用車台数 15台

公用車の更新時には環境に配慮した
排気量が少なく、燃費がいい軽自動
車等の導入を図った。
また、平成24年度から共用車の台数
増やし一元管理に向けた取組みを進
めた。

平成24年12月末
■軽自動車導入台数 3台、共用車台
数 16台

総務課
財政課

25 緑のカーテンの普及

花と緑いっぱいのまち及び地球温暖
化の防止に向けた省エネルギーを推
進し、夏の暑さを和らげるうるおい
のある環境づくりのため、窓の外の

花と緑のまちのＰＲとともに、夏の
暑さを和らげることにより、地球温
暖化の防止に向けた省エネルギーの

平成23年度より、市民や事業者等が
実施するゴーヤ等のプランター設置
のエコライフに向けた取り組みに対

引き続き「エコライフ・花と緑いっ
ぱい事業」を実施し、地球温暖化防
止を推進した。

生活環境課

取組事項 取組内容 取組効果
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
平成24年度の取組状況

年度計画
担当課

補助金による普及啓発

コンテストによる普及啓発

行政改革専門部会において検討

公用車運行状況調査の実施

軽自動車及びハイブリッド車等の導入

公用車の一元管理による車両台数の計画的な削減

25 緑のカーテンの普及
のある環境づくりのため、窓の外の
ネット等につる性植物を這わせた自
然のカーテンを普及する。

暖化の防止に向けた省エネルギーの
推進が図られる。

のエコライフに向けた取り組みに対
して支援する「エコライフ・花と緑
いっぱい事業」を実施した。

平成24年度
■申請件数 151件 1,571千円

生活環境課

新規
26

グリーン購入調達方
針の策定

市における環境物品購入の方向付け
を行うため、グリーン購入調達方針
を策定する。

環境負荷の少ない持続可能な社会の
構築とともに、意識の啓発と普及拡
大が図られる。

グリーン購入調達方針策定のため、
関係課と協議を行っている。

生活環境課

27
省エネルギーの推進
及びＣＯ2削減の取組
みの推進

市が行う事務事業に伴う環境への負
荷を軽減するために策定した「地球
温暖化防止砺波市役所実行計画」に
基づき、電気、ガス、水道や公用車
の燃料使用量の削減に努める。
また、「砺波市地球温暖化防止計
画」の策定について調査、研究を進
める。

地球温暖化の防止に向けた省エネル
ギーの推進と、環境にやさしい行政
運営の推進が図られる。

公用車の燃料使用量調査を実施し、
市職員の意識高揚を図った。
また、電動アシスト自転車を市役所
正面玄関前ロビーに展示し、市民へ
普及啓発を行うとともに、市職員の
近距離の移動への積極的な活用を
図った。

市職員の近距離の移動への積極的な
活用を図っている。

生活環境課

（５）広域連携による政策の推進

コンテストによる普及啓発

調査・研究

グリーン購入調達方針に基づいた物品購入

グリーン購入調達方針策定のための協議

地球温暖化防止砺波市役所実行計画の実施

次期実行計画の実施

砺波市地球温暖化防止計画策定のための調査、研究

次期実行計画の策定

（５）広域連携による政策の推進

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

28
広域連携による事務
事業の推進

合理的かつ効率的に事務事業を行う
ため、事務事業全般について常に見
直しを行うとともに、共同処理の推
進について検討するとともに、観光
と産業が一体となった観光宣伝事業
を展開する。

合理的かつ効率的な事務事業を行う
ことができるとともに、行政経費の
節減が図られる。

平成22年度に、砺波市と南砺市で設
置する砺波広域圏消防本部と小矢部
市消防本部を統合し、砺波地域消防
組合を設置した。
また、砺波市を含む県西部６市と岐
阜県内の３市村で設置する「越中・
飛騨観光圏協議会」や、砺波広域圏
事務組合における「観光・商工・企
画担当者等会議」等において、中京
圏への各種事業の推進等及び北陸新
幹線開業に向け、地域の魅力向上に
ついて検討・実施を図るとともに、
城端線や氷見線の利用促進を図るた
め、沿線市等で構成する「城端・氷

砺波地域消防組合及び高岡市消防・
氷見市消防において、市境界付近の
消防及び救急の対応強化や、救急車
の直近出動など、常備消防力の強化
を図るため、通信指令装置の共同運
用を行うことを決定し、平成26年中
の本運用を図る。
また、平成24年度に、砺波市と南砺
市、小矢部市の3市において、医療
情報の共有化を図り、患者の治療に
役立たせるため、砺波医療圏医療情
報連携ネットワークを構築した。今
後、運用について協議を進めてい

各課

取組事項 取組内容
年度計画これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組効果 平成24年度の取組状況 担当課

共同処理事務の推進の検討及び観光と産業が一体となった

観光宣伝事業の展開

通信指令装置の共同運用の検討

通信指令装置の共同運用の実施

見線活性化推進協議会」において
「地域公共交通総合連携計画」を策
定した。

後、運用について協議を進めてい
く。

砺波医療圏医療情報連携ネットワークの構築、運用
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４　人材育成と職員の意識改革
（１）人材の育成・確保

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

29
人事評価制度の検
討・実施

目標管理制度を活用し、職員の能力
や成果を公正に評価する基準を定
め、これに基づく新たな人事評価シ
ステムを職員団体の意見も踏まえな
がら検討、実施する。

職員一人ひとりの能力、適性、実績
見込みに応じた客観的評価がなさ
れ、適材適所の人事配置や人材の有
効活用が図られる。

平成23年度から副市長、教育長、部
長級職員からなる「調整委員会」を
開催し、勤務（人事）評価の審査・
調整を行った。

平成23年度に引き続き、副市長、教
育長、部長級職員からなる「調整委
員会」を開催し、勤務（人事）評価
の審査・調整を行い、勤勉手当成績
率への反映等について検討する。

総務課

30
効果的、計画的な研
修の実施

「砺波市人材育成基本方針」に基づ
き、政策形成能力や創造的能力、専
門的知識や技術を有するとともに、
新たな課題に対応できる人材の育成
に努めるため、総務課において、効

計画的に政策形成能力や創造的能
力、専門的知識や技術を有する人材
育成が図られる。

■職員研修回数を、平成23年度の42
回から平成24年度には45回とするこ

計画的に職員研修を行った。

平成23年度

計画的に職員研修を行っている。
また、平成24年4月から砺波市と愛
知県安城市の相互理解の促進と商工
観光分野の研修交流を図るため職員
を派遣している。

総務課

担当課
年度計画

取組事項 取組内容
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組効果 平成24年度の取組状況

人事評価制度の試行実施

新たな人事評価制度の実施

新たな人事評価制度の検討

効果的、計画的な研修の実施

砺波市人材育成基本方針の実施

修の実施 に努めるため、総務課において、効
果的、計画的な研修を実施するとと
もに、職場内研修の実施を徹底す
る。

回から平成24年度には45回とするこ
とを、また、研修の延参加者数を平
成23年度の510人から平成24年度に
は550人以上の参加とすることを目
標とする。

■職員研修回数 42回、研修延参加
者数 487人

平成24年12月末
■職員研修回数 41回、研修延参加
者数 551人

（２）職員の意識改革の推進

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

31

職員からの事務改善
提案等の募集、実施

市民サービスの向上や職員の意識改
革を推進するため、職員からの事務

市民サービスの向上が図られるとと
もに、市民福祉の向上に視点をおい

職員提案について、平成22年度から
継続検討とした分も含めて検討を進
め、ホームページに有料広告を掲載
する等以下のとおりの取り組みを進
めた。

・税務課納税係へ直通電話の導入

職員提案について、平成23年度から
継続検討とした分も含めて検討を進
めている。

総務課

取組内容
年度計画

取組事項
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組効果 担当課平成24年度の取組状況

職員からの事務改善提案等の募集、実施

効果的、計画的な研修の実施

職員自己啓発研修の推進

31
による改革意識の推
進

革を推進するため、職員からの事務
改善提案等を随時募集、実施する。

もに、市民福祉の向上に視点をおい
た職員の意識改革が推進される。

・税務課納税係へ直通電話の導入
・固定資産税台帳の閲覧手数料の収
納方法の変更（会計課から市民課で
の収納に変更）　など

■平成23年度職員提案 26件、平成
22年度からの継続検討 6件

■平成24年度職員提案 43件、平成
23年度からの継続検討 9件

総務課

32
自分の地域をよく知
るための意識付け

愛着を持って行政を行うことの意識
付けを進めるため、職員による審議
会や計画等への積極的な意見や提案
の募集を行わせる。

自分の地域をよく知り、愛着を持っ
て行政に取り組むことができる。

職員による審議会や計画等への積極
的な意見や提案の募集を行った。

平成23年度
■事務改善等の職員提案 26件、砺
波市景観百選の応募 4件（市民応募
の内数）

各課

窓口での市民サービスの向上や満足 職員の接遇について改善が図られる
上下水道課については、毎週月曜日
に一部業務について窓口受付時間を

職員による審議会や計画等への積極的な意見や提案の募集

各課での接遇研修の実施

33 窓口サービスの向上
度を高めるため、各課での接遇研修
や窓口アンケートを実施するととも
に、開庁時間の延長を行う。

とともに、窓口での市民サービスの
向上や満足度が高まることを志向し
た。

継続して開庁時間の延長を実施し
た。

7時まで延長した。課の統合によ
り、年間を通じて下水道分担金の領
収や下水道にかかる相談の受付も開
始した。

総務課窓口アンケートの実施

窓口アンケートの検証
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５　定員管理と組織機構の適正化
（１）定員管理の適正化

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

34
定員適正化計画の策
定及び定員管理等の
公表

平成21年度に策定した「砺波市定員
適正化計画（後期計画）」に基づ
き、市民サービスの低下を来さない
よう配慮しつつ定員の適正化に努め
る。

市民ニーズや重点施策に対応した効
率的な組織体制が構築されるととも
に、人件費の削減が図られる。

■定員管理について、平成21年4月
から平成27年4月までに40人の定員
削減を目標とする。

「砺波市定員適正化計画（後期計
画）」に基づき定員削減を行った。

■平成21年4月から平成24年4月まで
の定員削減数 28人

「砺波市定員適正化計画（後期計
画）」に基づき定員削減を行う。

■平成21年4月から平成25年4月まで
の定員削減予定数 35人

総務課

（２）組織機構の見直し

平成24年度の取組状況

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況

取組事項

担当課取組内容
年度計画

取組事項

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果取組内容 担当課
年度計画

砺波市定員適正化計画（後期計画）の実施

新計画の検討、策定

新計画の実施

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

35 組織のスリム化

意思決定のスピードアップと迅速で
弾力的な組織運営を実現するため、
課の統廃合等による組織のスリム化
に努める。

課の統廃合等により組織のスリム化
が図られるとともに、意思決定のス
ピードアップと迅速で弾力的な組織
運営が図られる。

課の統廃合等による組織のスリム化
に努めるため、以下のとおり組織機
構等を見直した。

■平成23年度
・企業立地推進担当の設置
・学校建設室の設置
・農業振興課と農業委員会助務局職
員の兼務
・管理課と市民福祉課の統合（地域
振興課へ）
・生涯学習課と体育課の統合（生涯
学学習・スポーツ課）
・会計管理者職員の部長級から次長
級への見直し

課の統廃合等による組織のスリム化
に努めるため、以下のとおり組織機
構等を見直した。

■平成24年度
・企画調整課と総務課と広報情報課
の3課を2課に統合・分割した（企画
調整課と総務課）
・上水道課と下水道課の統合（上下
水道課へ）
・観光振興戦略室を班体制に（商工
観光課観光振興戦略班）
・庄川支所長を部長級から次長級へ
の見直し

総務課
各課

（平成23年度までの取組状況）
取組効果 平成24年度の取組状況 担当課取組内容取組事項

行政組織の見直しの検討、実施

（３）給与の適正化

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

36
能力及び実績を重視
した給与制度等の導
入

国の基準及び他の地方公共団体の状
況等に留意し、一層の適正化に努め
るとともに、人事評価が適正に反映
される給与制度を導入する。

能力及び実績を重視した給与制度に
より、職員の能力とやる気を引き出
し、事務の効率化が図られる。

平成23年度から副市長、教育長、部
長級職員からなる「調整委員会」を
開催し、勤務（人事）評価の審査・
調整を行った。

平成23年度に引き続き、副市長、教
育長、部長級職員からなる「調整委
員会」を開催し、勤務（人事）評価
の審査・調整を行い、勤勉手当成績
率への反映等について検討する。

総務課

（４）外郭団体の見直し、活性化

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

外郭団体等が長期的展望に立った安
平成24年4月1日から特例民法法人

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

平成24年度の取組状況取組効果取組事項 取組内容

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

担当課
年度計画

取組内容 取組効果 平成24年度の取組状況取組事項
年度計画

担当課

専門部会等の設置による経営の指導

人事評価制度を活用した給与制度の導入に向けた検討、実施

37
外郭団体等の安定的
な経営の指導

外郭団体等が長期的展望に立った安
定的な経営を行うため、一部外郭団
体について幹部職員の派遣を行うと
ともに、専門部会等を設置し経営の
指導を行う。

外郭団体等について、長期的展望に
立った安定的な経営が確立される。

（移行前の現行の公益法人）が公益
財団法人に移行した。

・(財)砺波市花と緑の財団
・(財)砺波市農業公社

■市の外郭団体4団体のうち公益法
人化していない1団体については平
成24年度中に移行の続きを完了する
予定としている。

総務課

38
土地開発公社保有土
地の売却

土地開発公社の健全な経営を確立す
るため、保有する土地の売却を積極
的に推進する。

土地開発公社の健全な経営が確立さ
れるとともに、一層の財政の健全化
が図られる。

土地開発公社が保有する土地の処分
を行った。

■平成23年度売却額 169,146千円

次年度売却に向け協議を行う。 財政課

専門部会等の設置による経営の指導

外郭団体等の経営の研究

公益法人制度改革に伴う移行手続き

保有土地の積極的な売却
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６　財政構造の健全化
（１）健全な財政構造の堅持

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

39
財政指標に留意した
健全な財政運営

「砺波市財政健全化計画」及び「砺
波市公債費負担適正化計画」に基づ
き、健全化判断比率や経常収支比率
等の財政指標を見極めながら、健全
な財政運営を図る。

健全な財政運営が図られる。

■実質公債費比率を、平成22年度
（３か年平均）の22.2％から平成28
年度（３か年平均）には18％未満と
することを目標とする。

平成19年度を初年度とする「砺波市
財政健全化計画」及び「砺波市公債
費負担適正化計画」を策定した。
また、学校の耐震化など改築事業は
先延ばしにできないため、事業の選
択を徹底し公債費負担の適正化を図
るとともに、公的資金補償金免除繰
上償還制度を有効に活用し、公債費
負担の軽減を図った。

■平成23年度実質公債費比率（３か

新規の起債発行を抑制した結果、
「公債費負担適正化計画」による実
質公債費比率18％未満を前倒しで達
成する見込みとなっている。

■平成24年度実質公債費比率（３か
年平均） 18.5％

財政課

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況取組事項 取組内容
年度計画

担当課

財政指標に留意した健全な財政運営の実施

砺波市公債費負担適正化計画の実施

砺波市財政健全化計画の実施

■平成23年度実質公債費比率（３か
年平均） 20.3％

（２）市税、使用料等の確保

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

40
電子申告（ｅＬＴＡ
Ｘ）の推進

電子申告（ｅＬＴＡＸ）の推進を図
り、申告等の利便性の向上と公平適
正な課税に努める。
また、電子申告に対応したシステム
やソフトの導入について税理士等へ
推進を図る。

税理士、法人等の電子申告申請は定
着してきており、確定申告データや
給与・年金支払報告データの受入の
面でも事務の効率化が図られてい
る。

税理士との打合せ等の機会を利用
し、電子申告の利便性についての周
知を図り推進に努めた。

平成23年度
■電子申告の受付件数　市県民税
999件、固定資産税（償却資産）176
件、法人市民税 930件　前年比
116％

基幹系システム更新に伴うデータ連
携の検証に重点を置き適正な課税に
努めるとともに、引き続き電子申告
の推進を図る。

税務課

滞納管理システム稼働後も、運用と

取組事項 取組内容
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
年度計画

担当課取組効果 平成24年度の取組状況

電子申告（ｅＬＴＡＸ）の推進

41 滞納整理の強化

市税を確保するため、滞納管理シス
テムを導入し、一層の整理強化を図
る。
また、市の各債権について滞納管理
の連携を図ることの調査、研究を行
う。

システム稼働により、滞納状況の分
析を活かした滞納整理及び分割納付
の履行管理などが可能となる。ま
た、事務処理負担の軽減により、作
業の効率化と迅速な案件処理が可能
となるもの。

平成24年7月からの滞納管理システ
ム導入及び円滑な運用に向け、ヒア
リング等を行った。

滞納管理システム稼働後も、運用と
マッチングしたシステム変更を随時行
うことにより利便性及び操作性の向上
を図っている。また、収納システムか
らのデータ連携等のチェック強化を行
い、正確かつ間違いのない納税管理を
図る。

税務課

42
施設の使用料・利用
料及び入館料・観覧
料等の見直し

施設の使用料・利用料については利
用者の公平な受益者負担の観点か
ら、また、入館料・観覧料等につい
ては料金徴収を検討するとともに統
一的な取り扱いとなるよう見直しを
行う。

利用者の公平な受益者負担が図られ
る。

平成22年度から継続して検討を進
め、施設の使用料・利用料または入
館料・観覧料等について、利用者の
受益負担の公平性と取り扱いの均一
化となるよう、平成24年度からの実
施に向け条例改正手続きを行った。

平成23年度に実施した改革を、今後
も引き続き継続するよう努める。

各課

条例等の整備及び見直し

使用料・利用料または入館料・観覧料等の徴収

滞納管理システムの導入

市の各債権について滞納管理の連携を図ることの調査、研究

滞納管理システムによる滞納整理の強化
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（３）保有財産の有効活用

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

43
未利用地等の有効活
用

未利用地等の有効活用を図るため、
資産台帳の電子化を図るとともに、
民間等への処分や一時貸付等の推進
を図る。

未利用地等の有効活用が図られると
ともに、財政の健全化が推進され
る。

未利用地等の売却を実施している。

平成23年度
■売却額 20件 9,672千円

未利用地等の一部を売却した。
また、4月からの財産台帳システム
を導入した。

平成24年12月末
■売却額 7件 21,890千円、平成17
年度から平成24年度までの未利用地
等売却額98,336千円

財政課

44
橋梁長寿命化修繕計
画の策定及び推進

「砺波市橋梁長寿命化修繕計画」を
策定し、平成25年度以降、計画に基
づき維持修繕を図る。

計画的な維持管理により、利用者へ
の安全、安心を確保するとともに、
維持管理コストの低減が図られる。

橋梁点検を実施するとともに、「砺
波市橋梁長寿命化修繕計画」の策定
に着手した。

橋梁点検を実施し、「砺波市橋梁長
寿命化修繕計画」を策定した。

土木課

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況取組事項
年度計画

担当課取組内容

長寿命化修繕計画の実施

砺波市橋梁長寿命化修繕計画の策定

未利用地等の売却の推進

財産台帳システム導入の検討

財産台帳システムの導入

45
公園施設長寿命化計
画の策定及び推進

「砺波市公園施設長寿命化計画」を
策定し、平成25年度以降、遊具の改
修を中心に、計画に基づき維持修繕
を図る。

遊具や工作物等の計画的な維持管理
により、利用者への安全、安心を確
保するとともに、維持管理コストの
低減が図られる。

平成23年度に「砺波市公園施設長寿
命化計画」を策定した。

平成25年度以降の実施を確認。 都市整備課

46
公営住宅等長寿命化
計画の推進

平成22年度に策定した「砺波市公営
住宅等長寿命化計画」に基づき、計
画的に施設の耐久性の向上と予防保
全的な維持管理を図る。

計画的、予防保全的な維持管理によ
り、公営住宅等の長寿命化と維持管
理コストの低減が図られる。

平成23年度に市営住宅高道団地給水
方式改善工事などを実施し、施設全
体の長寿命化とともに、居住環境の
向上を図った。

市営住宅三谷団地屋上防水改善工事
などを実施し、施設全体の長寿命化
を図った。

都市整備課

（４）公共事業等の見直し

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

「砺波市総合計画」や「砺波市公債
平成24年度を初年度とする「砺波市

タウンミーティングの開催などによ
り、本年度を初年度とする「砺波市

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況 担当課取組事項 取組内容
年度計画

砺波市公営住宅等長寿命化計画の実施

長寿命化計画の実施

砺波市公園施設長寿命化計画の策定

砺波市総合計画（前期基本計画）の実施

47
総合計画等の策定及
び推進

「砺波市総合計画」や「砺波市公債
費負担適正化計画」に基づき、中長
期計画の見通しの下で計画に計上さ
れた事業を実施するなど、財政規模
に見合った事業を計画的に進める。

財政規模に見合った事業を計画的に
進めることにより、行政経費の削減
が図られる。

平成24年度を初年度とする「砺波市
総合計画（後期基本計画）」を策定
した。今後、毎年度ローリングを実
施して策定する「総合計画実施計
画」において、向こう３か年の財政
計画に基づく事業実施に努める。

り、本年度を初年度とする「砺波市
総合計画（後期基本計画）」の周知
に努めた。今後、毎年度ローリング
を実施して策定する「総合計画実施
計画」において、向こう３か年の財
政計画に基づく事業実施に努める。

企画調整課
財政課

48
入札及び契約事務の
改善

入札及び契約事務の透明性及び公平
性を高めるため、条件付一般競争入
札の対象金額の拡大や電子入札の導
入等について、引き続き調査、研究
を進める。

入札及び契約事務の透明性及び公平
性が高まる。

平成21年から設計額が500万円以上
の建設工事について条件付一般競争
入札を導入するとともに、郵便入札
を実施した。
なお、ホームページ等により入札結
果の公表を行っている。
また、低入札価格価格調査制度の失
格基準価格適用を見直すとともに、
総合評価方式の評価項目を追加し
た。

入札参加資格申請の随時受付を開始
した。

平成24年12月末
■随時受け付けの数 37件

財政課

砺波市総合計画（後期基本計画）の実施

砺波市総合計画（後期基本計画）の策定

砺波市公債費負担適正計画の実施

条件付一般競争入札の対象金額の拡大や電子入札の導入等の

調査・研究

た。
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（５）公営企業等の経営健全化

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

49
水道事業及び工業用
水道事業の経営基盤
強化

平成21年度に策定した「砺波市水道
ビジョン」に基づき、計画的に施設
整備を進めるとともに、独立採算制
を堅持し、経営基盤強化を図る。

水道事業及び工業用水道事業の経営
健全化が図られる。

■有収率を、平成22年度の81.25％
から平成28年度は84.0％とすること
を目標とする。

「砺波市水道ビジョン」に基づき、
安川配水池の更新を完了した。
また、上中野配水場の更新計画を策
定し、老朽設備の更新による維持管
理費の縮減とと安定給水の確保に努
めた。
施設整備の財源について企業債借入
額を1億円以上圧縮し、将来の償還
利子負担額の縮減（総額で約3,000
万円）に努めた。

平成23年度
■有収率 84.16％

「砺波市水道ビジョン」に基づき、
上中野配水場の更新工事を発注し、
老朽設備の更新による維持管理費の
縮減とと安定給水の確保に努めた。
施設整備の財源について企業債借入
額を2億円近く圧縮し、将来の償還
利子負担額の縮減（総額で約5,000
万円）に努めた。
また、利率5.0％以上の企業債につ
いて、公的資金補償金免除繰上償還
を実施する。

上下水道課

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況 担当課
年度計画

取組事項 取組内容

砺波市水道ビジョンに基づく事業の推進

■有収率 84.16％

新規
50

下水道事業特別会計
の企業会計への移行

平成27年4月を目途に下水道事業を
特別会計から企業会計へ移行する。

下水道事業の経営健全化が図られ
る。

企業会計への移行を踏まえ、平成23
年度における決算に基づく財務諸表
について、独自に作成した。

上下水道課

51
下水道の経営基盤強
化

平成22年度に策定した「砺波市下水
道事業中期経営計画」に基づき、経
営基盤強化を図る。

下水道事業の経営健全化が図られ
る。

■下水道普及率を、平成22年度の
69.4％から平成28年度には75.7％
に、また、水洗化率を、平成22年度
の85.2％から平成28年度には88.8％
とすることを目標とする。

「砺波市下水道事業中期経営計画」
に基づき、平成24年度からの上水道
課との経営統合を推進した。

平成23年度
■下水道普及率 72.3％、水洗化率
87.2％

「砺波市下水道事業中期経営計画」
に基づく、上水道課との経営統合に
より、従来以上に上水道・下水道の
連携に努めている

上下水道課

52
病院事業の経営健全
化

平成20年度に策定した「市立砺波総
合病院改革プラン」や「市立砺波総
合病院中長期計画」に基づき、収益
の確保や経費の節減による効率化等

病院事業の経営健全化により、必要
な医療の安定的かつ継続的な提供が

「市立砺波総合病院改革プラン」に
ついて、毎年四半期毎に検証を行い
ながら計画実施に取り組んだ。その

改革プランの経営効率化は3年連続
の黒字決算から達成されたものと考
えるが、引き続き、病院中長期計画
の収支計画に基づき経営効率化を推 砺波総合病院次期改革プラン（病院中長期計画）の策定

市立砺波総合病院改革プランの実施・四半期ごとの検証

中期経営計画の中間評価

次期経営計画の策定

中期経営計画に基づく事業の推進

次期経営計画のための調査・研究

企業会計への移行準備

企業会計への移行

52
化

の確保や経費の節減による効率化等
に努め、安定的かつ自立的な経営に
よる良質な医療を継続して提供でき
る体制の構築を図る。

な医療の安定的かつ継続的な提供が
図られる。

ながら計画実施に取り組んだ。その
結果3年連続(H21-H23)の黒字決算と
なった。

の収支計画に基づき経営効率化を推
進する。また、経営改善に係る各科
行動計画について見直しを行い、四
半期毎の実施状況を検証する。

砺波総合病院

（６）自主財源の確保

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

53
広告料収入による自
主財源の確保

ホームページに有料広告を掲載し、
自主財源の確保を図るとともに、地
場産業の紹介の場を提供する。

自主財源の確保が図られるととも
に、地域経済の活性化が図られる。

ホームページに有料広告を掲載する
ため、「砺波市広告掲載要綱」及び
「砺波市ホームページ広告掲載取扱
要領」を策定した。

平成24年12月末
■ホームページバナー広告契約件数
7件 広告料収入予定額 402千円

企画調整課

平成18年度に策定した「砺波市産業
振興計画」に基づき、商工業の振興

企業誘致の促進については、市内企
業を訪問し、情報収集を行うととも
に各種展示会に出展し、市の立地環
境の良さをＰＲした。

商工業振興計画を策定するにあた
り、商工業施策や企業立地における
方策等について意見を聞きながら取

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 平成24年度の取組状況 担当課
年度計画

取組事項 取組内容

要綱等の整備

広告主の募集・掲載

次期改革プラン（病院中長期計画）の実施・検証

54
企業の誘致促進及び
地場産業の活性化

振興計画」に基づき、商工業の振興
や企業誘致等に取組むとともに、地
場産業の活性化を推進する。
また、新たに商工業振興計画の策定
を行い、商工業施策の推進並びに企
業誘致と既存企業の増設の推進を図
る。

市内の未利用地等への問い合わせが
あるほか、市内企業への商談がまと
まるなどの動きが少しずつ増加して
きている。

境の良さをＰＲした。
また、市独自の地域資源の紹介を行
なうなど地場産業の振興を図ってき
た。
その他に、既存立地企業の事業拡
張、新規事業の誘致推進及び企業の
要望等に機動的に対応するため、商
工観光課内に企業立地推進担当を設
けた。

方策等について意見を聞きながら取
り纏める。
また、引き続き、企業訪問や展示会
等への市の立地環境をＰＲするとと
もに、中京圏へのアンケートを実施
し、企業訪問を行うなど、企業の誘
致促進を図る。

商工観光課

砺波市商工振興計画の作成

砺波市商工振興計画の実施・検証
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（７）経常経費の削減

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

55 経常経費の削減

平成18年度に策定した「砺波市財政
健全化計画」に基づき、健全な財政
を堅持するため、事務事業等の見直
しを行い、補助費や管理的経費の削
減を図る。

事務経費の削減並びに効率化が図ら
れ、健全な財政が堅持される。

企画調整課と財政課が連携して「総
合計画実施計画」のローリングを行
い、持続可能性を考慮しつつ財政規
模の適正化に努めた。
また、予算執行の抑制について通
知・徹底を行った。特に経常経費に
ついては一般事務費5％以上の節減
や工事請負差額の未執行等を指示し
た。

■平成17年度から平成23年度までの
経常経費削減効果額 約1,080,000千
円

企画調整課と財政課が連携して「総
合計画実施計画」のローリングを実
施し、持続可能性を考慮しつつ財政
規模の適正化に努めている。

企画調整課
財政課
各課

これまでの状況
（平成23年度までの取組状況）

取組効果 担当課平成24年度の取組状況
年度計画

取組事項 取組内容

経常経費の削減並びに効率化

砺波市財政健全化計画の実施

円

新規
56

委託料の削減
健全な財政を堅持するため、委託方
法等の見直しを行い、委託料の削減
を図る。

事務経費の削減並びに効率化が図ら
れ、健全な財政が堅持される。

委託方法等の見直しについて検証、
検討を行い見直しに努めた。

■平成17年度から平成23年度までの
委託料等削減効果額 約467,269千円

委託方法等の見直しについて検証、
検討を行い見直しを行っている。

企画調整課
財政課
各課

７　電子自治体の推進

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

57
共同アウトソーシン
グ方式についての調
査・研究

県内市町村による情報システムの共
同アウトソーシング又はクラウドコ
ンピューティングについて調査・研
究を行う。

財政面の負担軽減を図る。

県西部６市による情報システムの現
状調査と、県全体でのクラウド検討
会設立に対する意向調査を実施し
た。

富山県自治体クラウド検討会を設立
し、富山市を除く県内全14市町村の
情報システムの現状調査を実施し、
比較検討している。

総務課

平成24年度の取組状況取組事項 取組内容
これまでの状況

（平成23年度までの取組状況）
取組効果

年度計画
担当課

共同アウトソーシング方式の調査・研究

導入システムの選定・調整

委託料等の削減並びに効率化
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各専門部会による各専門部会による各専門部会による各専門部会による調査研究テーマの検討結果について調査研究テーマの検討結果について調査研究テーマの検討結果について調査研究テーマの検討結果について    
 

第１専門部会第１専門部会第１専門部会第１専門部会    

（１）方針（１）方針（１）方針（１）方針    

   課の統廃合を進めるなど組織の簡素化に努めるとともに、市民に分かりやすい 

  行政組織を目指す。 

 

（２）具体的な検討内容（２）具体的な検討内容（２）具体的な検討内容（２）具体的な検討内容    

  アアアア    職員の適正配置及び定員削減を踏まえた簡素な行政組織の検討職員の適正配置及び定員削減を踏まえた簡素な行政組織の検討職員の適正配置及び定員削減を踏まえた簡素な行政組織の検討職員の適正配置及び定員削減を踏まえた簡素な行政組織の検討    

  （ア）職業能力開発センターと働く婦人の家の組織統合及び運営について 

    ａ 施設及び組織 

      となみ野サロン建屋を庁舎化し、平成２５年４月から働く婦人の家と職業

能力開発センターを組織統合し、新組織（砺波まなび交流館）へ移行する。

（平成２４年１２月定例会条例議決、平成２５年４月１日施行）また、庄川

いきいき館施設は砺波市社会福祉協議会（やまぶき荘）の施設として活用す

る。 

    ｂ 施設の運営 

     ・開館時間：午前９時から午後９時まで 

     ・休館日 ：日曜日、祝日、第２・４月曜日及び年末年始 

     ・人員配置：６人体制（現員数９人。交替勤務の臨時職員等を含む。） 

    ｃ その他 

      勤労青少年ホームの開館時間を変更した。（平成２５年１月１日から施行） 

     ・開館時間：午後１時～午後９時 ⇒ 午前９時～午後９時 

 

  イイイイ    平成２３年度検討事項の継続平成２３年度検討事項の継続平成２３年度検討事項の継続平成２３年度検討事項の継続    

  （ア）農業振興課と農地林務課の統合 

・当面統合については検討しないものとする。 

  （イ）散居村ミュージアムと散村地域研究所の連携及び指定管理化 

・散村地域研究所を散居村ミュージアムへ移行する。 

・散居村ミュージアムの指定管理者への移行を検討する。 

 

  ウウウウ    平成２４年度職員提案事項平成２４年度職員提案事項平成２４年度職員提案事項平成２４年度職員提案事項    

  （ア）臨時職員等の事務補助について 

  （イ）特定職員の就業時間のフレックスタイム化について     など８件 

 

  エエエエ    定員適正化計画に基づく削減状況の検証定員適正化計画に基づく削減状況の検証定員適正化計画に基づく削減状況の検証定員適正化計画に基づく削減状況の検証    

平成２４年４月１日現在で８６人削減した。今後、平成２４～２６年度の３か

年で１２人削減予定、目標の９８人削減は達成できる見込みである。 

資料４ 



- 2 - 

  オオオオ    再任用制度の検討再任用制度の検討再任用制度の検討再任用制度の検討    

再任用が義務化された場合は、短時間勤務での活用も含め、その担当職務領域

等を検討する必要がある。 

 

 

第２専門部会第２専門部会第２専門部会第２専門部会    

（１）方針（１）方針（１）方針（１）方針    

   類似事業は整理統合し、効率化を進める。 

 

（２）具体的な検討内容（２）具体的な検討内容（２）具体的な検討内容（２）具体的な検討内容    

  アアアア    類似施設の統合、施設の廃止及び施設の民営化について類似施設の統合、施設の廃止及び施設の民営化について類似施設の統合、施設の廃止及び施設の民営化について類似施設の統合、施設の廃止及び施設の民営化について    

    類似施設の統合、施設の廃止及び施設の民営化について検討するためには、 

   まず、施設の客観的かつ公平な評価が必要であることから、「施設運営等に関す 

   る評価基準に基づく評価（対象施設数：４９施設）」による点数評価（４０点満点）

を行った。 

この評価を行った結果、点数評価が低い施設（取得点数が１０点未満の施設。

１１施設が該当する。）については、行政評価を含めた施設評価を行った。 

これら２種類の評価結果を判断材料として、総合的に検討を行った結果、各施

設を次のように分類することとした。 

 

分類 施設名 

ａ 平成２５年度に行政改革検討委員会

において、他に転用又は統合若しくは廃止

を検討する施設 

・庄川若者の館 

・庄川まちかどギャラリー蔵 

・庄川民芸館 

ｂ 平成２６年度以降に他に転用又は統

合若しくは廃止を検討する施設 

・出町児童センター 

・東山見児童館 

・青島児童館 

・種田児童館 

・勤労青少年ホーム 

・庄川勤労者体育センター 

ｃ 施設又は運営方法を改善し、継続する 

施設 

・庄川高砂会館 

・かいにょ苑 

 

    上記のうち、ａについては、平成２５年度に有識者や市民等で組織する「行政

改革検討委員会」において具体的な意見をいただくこととする。 

    また、ｂについては、同委員会において、その方向性、時期などについて具 

   体的な意見をいただくこととする。 
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第３専門部会第３専門部会第３専門部会第３専門部会 

（１）方針（１）方針（１）方針（１）方針    

   ①民間でできることは民間で ②市民サービスの向上 ③費用対効果 ④取り 

  組み時期 の観点から、事務改善を検討する。 

 

（２）具体的な検討内容（２）具体的な検討内容（２）具体的な検討内容（２）具体的な検討内容    

  アアアア    新たな自主財源の検討新たな自主財源の検討新たな自主財源の検討新たな自主財源の検討    

  （ア）行政財産の貸付、行政財産の目的外使用、法定外公共物の貸付 

     行政財産の貸付等については、公正で透明な市政運営の観点から、条例化し

た。（平成２４年１２月定例会条例議決、平成２５年４月１日施行） 

  （イ）広告料（バス、広報となみ、駅の広告幕） 

    ・バス バス運行業務の更新時期に併せて取り組めるか検討する。 

    ・広報 広告に割けるページがなく、砺波市にあったスタイルを検討する。 

    ・駅の内側壁面広告 他市の例を調査し、実施に向け調整する。 

   ・市封筒、ゴミ袋 広告掲載に関する統一した要領を検討する。 

 

  イイイイ    新たな職員提案の募集と検討新たな職員提案の募集と検討新たな職員提案の募集と検討新たな職員提案の募集と検討    

    職員提案数 ５２件（平成２４年度新規４３件、平成２３年度継続９件、うち、

行政組織や定員適正化等に係る提案の８件は第１専門部会で検討した。） 

  （ア）今年度から取り組むもの 

    ａ 庁舎での夜間会議の利用者への出入口の周知について 

    ｂ 市保有バスの利用基準の見直し             など４件 

  （イ）担当課等の検討及び調査後、平成２５年度中の実施に向け取り組むもの 

    ａ 職員向研修のライブラリ化 

    ｂ 花壇灌水時の節水                   など５件 

  （ウ）今後引き続き担当課等において検討するもの 

    ａ 債権者に関する情報の共有管理 

    ｂ 市庁舎、病院、その他施設の駐車場の有料化       など１１件 

  （エ）取り組みを実施しないもの 

    ａ 代表番号方式から各課直通番号方式への変更 

    ｂ 市役所庁舎の施錠のオートロック化           など２４件 
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